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１．中国  

透明性、統一的行政、司法審査 

 
 
 
 
1. 情報公開に関する法律法規 

(1) 「2020年度政務公開工作要点に関する通知」（国務院 国弁発［2020］17号）1 

2020年6月21日に、国務院弁公庁は、「2020年度政務公開工作要点に関する通知」を公布した。 「政

府情報公開条例」の執行にあたって、政務情報の公開の強化等を求められ、その主な内容は以下のと

おりである。 

 市場監督管理規則及び基準の公開の品質を高める。 

具体的には、市場主体に対し、市場監督管理規則及び基準を全面的に公開することにより、市場監

督管理の公正性を確保する。また、各部門の窓口のサービスを強化し、市場主体に対し、更なる正

確かつ便利な政策コンサルティングを提供する。 

 政務サービスの透明度及び便宜性を高める。 

業務プロセスを最適化し、インターネット等の技術手段をもって業務手続の進展状況を把握できる

ようにし、業務のネット化、透明化を最大限実現する。 

 突発事件の対応のために、公共衛生情報の公開を強化する。 

 政府情報公開条例の執行を強化し、2020 年度末までに、各政府及びその各部門は、政府情報公開プ

ラットフォームの設置を完成し、法定の自主公開内容を全て公開する。 

 公共事業・組織の情報公開制度を確立し、健全化する。 

 各政府部門の政府情報公開主管部門及び責任者を確定し、研修、評価を強化する。 

 

(2) 司法公開2 

2020年最高人民法院業務報告及び中国最高人民法院の関連サイトの情報によれば、2020年4月まで、

「中国裁判文書ネット」（9195万件を掲載）、「中国法廷審理公開ネット」（法定審理のライプ中継

映像約696万件を公開）」、「中国審判フロー情報公開ネット」（法廷経過に関する情報を15億件公

開）、「中国執行情報公開ネット」（2020·年12月11日時点で、強制執行の対象者約627万人を公表）、

「全国企業破産再生案件情報ネット」（破産、強制清算案件約７万件を公表）などのウェブサイトを

通じて情報を公開している。 

 

2. 司法審査の強化 

(1) 2017年改正「行政訴訟法」3 

2017年6月27日に、「行政訴訟法」が更に改正され、2017年7月1日から施行されました。かかる改正

により、以下の条項のみが増設され、その他の改正は行われていない。 

「第25条では、第4項として、『人民検察院は、その職務を遂行する中で、生態環境・資源保護、食

品・医薬品の安全、国有財産の保護、国有土地使用権の払下げ等の分野で監督・管理責任を有する行

政機関が違法に権限を行使したり、行為を怠ったりして、国の利益または社会の公共の利益を侵害し

 
1 中国語：国务院办公厅关于印发 2020 年政务公开工作要点的通知（国办发〔2020〕17 号）

（http://www.gov.cn/zhengce/content/2020-07/03/content 5523911 htm） 

2 中国語：2020年最高人民法院工作报告（https://www.chinacourt.org/index.php/article/detail/2020/05/id/5242568.shtml; 
http://www.china-cer.com.cn/guwen/202006025549.html） 
3 中国語：行政诉讼法（http://www.npc.gov.cn/zgrdw/npc/xinwen/2017-06/29/content 2024894 htm） 

（１）中国の透明性、統一的行政、司法審査に関する分野について、現在報告書で記載されている関連

規制に変更があれば、その内容を調査・報告ください。また、可能な範囲で、上記の分野における特筆

すべき新たな動向などあれば、調査・報告ください。 
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8 専用車、新エネルギー車、商用車を除き、完成車製造の中国側の出資比率は 50%を下回

らないこと。1 社の外国企業は、同種の完成車を製造する合弁企業を 2 社まで設立可能。 

（2020 年に商用車製造の外資出資比率制限を撤廃する。2022 年に乗用車製造の外資出資

比率制限及び 1 社の外資による、同種の完成車製造合弁企業を 2 社までとする制限を撤

廃する。） 

9 衛星テレビ放送の地上受信設備及びその主要部品の製造（への制限）6。 

四．電力、熱エネルギー、ガス及び水の供給業 

10 原子力発電所の建設、経営は中国側がマジョリティ。 

12 人口 50 万人以上の都市の給排水管網の建設、経営は中国側がマジョリティ。 

五．卸売・小売業 

11 タバコ製品7の卸売、小売への投資禁止。 

六．交通運輸・倉庫・郵政業 

12 国内水上運輸は中国側がマジョリティ。 

13 公共航空会社は中国側がマジョリティ、かつ 1 社の外資及びその関連会社の出資比率は

25％を超えず、法定代表者は中国籍とする。ゼネラル・アビエーションの法定代表者は

中国籍とし、農林漁業用のゼネラル・アビエーションは合弁に限り、その他のゼネラ

ル・アビエーションは中国側がマジョリティ。 

14 民間用空港の建設、経営は中国側が相対的マジョリティ。外資側は、管制塔の建設、運

営には関与してはならない。 

18 航空管制への投資禁止。 

15 郵便会社、信書の国内宅配業務への投資禁止。 

七．情報通信、ソフトウェア・技術サービス業 

16 電信会社について、中国の WTO 加盟時に開放を約した電信業務に限る。付加価値電信業

務の外資出資比率は 50％を超えない（電子商務、国内多当事者間通信、データ保存・転

送、コールセンターを除く）。基礎電信業務は中国側がマジョリティ。 

17 インターネットニュース情報サービス、インターネット出版サービス、インターネット

視聴番組サービス、インターネット文化経営（音楽を除く）、インターネット公衆情報配

信サービス（中国の WTO 加盟時に開放を約した内容を除く）への投資禁止。 

八．金融業 

22 証券会社の外資出資比率は 51％を超えない。証券投資ファンド管理会社の外資出資比率

は 51％を超えない（2021 年に外資出資比率制限を撤廃）。 

23 先物取引会社の外資出資比率は 51％を超えない（2021 年に外資出資比率制限を撤廃）。 

24 生命保険会社の外資出資比率は 51％を超えない（2021 年に外資出資比率制限を撤廃）。 

八．リース・ビジネスサービス業 

18 中国法律事務（中国の法環境の影響に関する情報提供を除く）への投資禁止。国内の法

律事務所のパートナーになることができない。 

19 市場調査は合弁、合作に限る。ラジオ・テレビの視聴調査については中国側がマジョリ

ティ。 

20 社会調査への投資禁止。 

九．科学研究・技術サービス業 

21 ヒト幹細胞、遺伝子診断・治療技術の開発と応用への投資禁止。 

22 人文社会科学機関への投資禁止。 

 
6 原文の規定において、禁止という文言はなく、具体的な制限規定もない。ただ、2017年版のネガティブリストでは、制限

類に分類されていたため、制限を課すという意味であると理解できる。 
7 タバコの葉、紙巻タバコ、再乾燥したタバコの葉を含むとされる。 
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4  レアアース、放射性鉱物、タングステンの探査、採掘、選鉱への投資を禁止する。（許可

を得ず、レアアースの鉱区に立ち入り鉱山地質に関する資料、鉱石サンプルおよび生産

工程技術を取得してはならない。）  

三．製造業  

5  漢方薬材における蒸す、煎る、炙る、焼く等の加工処理技術の応用および漢方薬剤の秘

伝処方製品の生産への投資を禁止する。  

5 専用車、新エネルギー車、商用車を除いて、完成車製造における中国側の持分割合は

50%を下回ってはならず、同一の外国投資者は同類の完成車製品を生産する合弁企業を 2

社まで中国国内で設立することができる。（2020 年には商用車を製造する外資持分割合の

制限を廃止する。2022 年には乗用車を製造する外資持分比率の制限、および同一の外国

投資者は同類の完成車製品を生産する合弁企業を 2 社まで中国国内で設立することがで

きるとの制限を廃止する。）  

6 衛星テレビ放送の地上受信設備および重要部品の生産。 

四．電力、熱エネルギー、ガスおよび水の生産・供給業  

7 原子力発電所の建設および経営は、中国側の持分支配とする。  

9  人口が 50 万人を超える都市における給排水パイプ網の建設および経営は中国側の持分支

配とする。  

五．卸売および小売業  

8 葉タバコ、巻きタバコ、再乾燥葉タバコおよびその他のタバコ製品の卸売、小売への投

資を禁止する。  

六．交通輸送、倉庫保管および郵政業  

9 国内水上輸送業者は中国側の持分支配とする。（かつ、中国籍船舶又は船腹を経営または

賃借する等の方式により、形を変えて国内水上輸送業務及びその補助業務を経営してはな

らない。水上輸送経営者は、外国籍船舶を使用して国内水上輸送の業務を経営 

してはならないが、中国政府の認可を受け、国内で申請する輸送上の要求を満たしてい

ない中国籍船舶で、船舶が停泊する港または水域が、対外開放された港もしくは水域で

ある場合は、水上輸送経営者は中国政府の規定する期間または航行の範囲において、一

時的に外国籍船舶を用いて中国の港間の海上輸送及び曳航を経営することができる。） 

10 公共航空輸送業者は中国側の持分支配とし、かつ外国投資者およびその関連会社による

投資割合は 25%を超えず、法定代表者は中国国籍保有者でなければならない。（中国の公

共航空輸送業者に限り、国内航空サービスを経営することができ、かつ中国の指定キャ

リアーとして定期および不定期の国際航空サービスを提供することができる。）。汎用航

空業者の法定代表者は中国国籍保有者でなければならず、農業、林業、漁業の汎用航空

業者は合弁に限り、その他の汎用航空業者は中国側の持分支配に限る。（国内航空サービ

スを経営できるのは中国の公共航空運送企業のみ、かつ中国が指定した運送業者として

定期と不定期の国際航空サービスを提供する。） 

13  汎用航空業者の法定代表者は中国国籍保有者でなければならず、農業、林業、漁業の汎

用航空業者は合弁に限り、その他の汎用航空業者は中国側の持分支配に限る。  

11 民間用空港の建設、経営は中国側が相対的マジョリティ。外資側は、管制塔の建設、運

営には関与してはならない。  

15  航空交通管制への投資を禁止する。 

12 郵政事業者（および郵政サービスの経営）、郵便物の国内配送業務への投資を禁止する。  

七．情報伝達、ソフトウェアおよび IT サービス業  

13 電気通信業者：中国が WTO 加盟時に開放を承諾した電気通信業務の範囲に限り、付加価

値電気通信業務は外資の割合が 50%を超えてはならない（電子商取引、国内マルチ通

信、データ保存転送、コールセンターを除く）。基礎電気通信業務は中国側の持分支配と

する（かつ、経営者は法により設立された基礎電気通信業務に従事する専門業者でなけ
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ればならない）。上海自由貿易試験区のもとの区域（28.8 平方キロメートル）の試験運用

政策を、全自由貿易試験区に拡大し、実施適用する。  

14 インターネットニュース情報サービス、オンライン出版業務、オンライン番組視聴サー

ビス、インターネットカルチャーに関する商品の経営（音楽を除く）、インターネットに

よる大衆向け情報発信サービス（これらのサービスのうち、中国が WTO 加盟時に開放を

承諾したものを除く）への投資を禁止する。  

八．金融業  

19  証券会社の外資持分割合は 51%を超えず、証券投資基金管理業者の外資持分割合は 51%

を超えないものとする。  

20  先物取引業者の外資持分割合は 51%を超えないものとする。  

 

21  生命保険会社の外資持分割合は51%を超えないものとする。  

九．リースおよびビジネスサービス業   

15 中国の法律にかかる事務（中国の法的環境への影響に関する情報の提供を除く）への投資

を禁止し、国内の法律事務所のパートナーとなってはならない。（外国の法律事務所は、

代表機関の形をとって中国に進出することのみを認め、かつ中国の公認弁護士を雇用する

ことはできず、雇用する補助人員は当事者のために法律業務を提供してはならない。中国

において代表機関を設立したり、代表を派遣して駐在させるにあたっては、中国の司法行

政機関による許可を取得しなければならない。） 

16  市場調査は合弁、合作に限り、うちラジオ・テレビの視聴調査は中国側の持分支配とす

る。  

17  社会調査への投資を禁止する。  

十．科学研究および技術サービス業  

18  人体の幹細胞、遺伝子診断、治療技術の開発および応用への投資を禁止する。  

19 人文社会科学研究機関への投資を禁止する。  

20 大地測量、海洋測量製図、測量製図・航空撮影、地上移動体を用いた測量、行政区域境

界線の測量製図、地形図、世界行政区画地図、全国行政区画地図、省級以下の行政区画

地図、教育用全国地図、教育用地方地図、立体地図およびナビゲーション電子地図の作

成、地域別地質マッピング、鉱山地質、地球物理、地球化学、水文地質、環境地質、地

質災害、地質リモートセンシング等の調査への投資を禁止する。（鉱業権者がその鉱業権

の範囲内にて業務を展開する場合この特別管理措置に制限されない） 

十一．教育  

21  就学前教育機関、普通後期中等教育機関および高等教育機関は、中国と外国の提携によ

る運営に限り、中国側主導〔校長または主な事務責任者が中国国籍保有者（かつ中国国

内に定住している者）で、理事会、董事会または共同管理委員会の中国側構成員の割合

が 1/2 を下回らない）とする。（外国の教育機関、その他の組織または個人は、単独で中

国公民を主な対象として募集する学校およびその他の教育機関（非学制類の職業技能研

修機関職業研修機構、学制類職業教育機構は含まない）を設立してはならないが、外国

の教育機関が中国の教育機関と合作して中国国籍者を主な対象として募集する教育機関

を運営することは認める。）外国の教育機関は中国の教育機関と合作して、中国の公民を

主な応募対象とする教育機関を開設することができる。 

22 義務教育機関、宗教教育機関への投資を禁止する。  

十二．衛生および社会サービス  

23 医療機関は合弁、合作に限る。  

十三．文化、スポーツおよび娯楽産業  



8   

24 報道機関（通信社を含むがこれに限らない）への投資を禁止する。（外国の報道機関が中

国国内に常駐報道機関を設立し、中国に記者を派遣して常駐させる場合、中国政府の認

可を取得しなければならない。外国の通信社が中国国内で報道のサービス業務を提供す

るには、中国政府による審査認可を取得しなければならない。中国と外国の報道機関が

業務提携する場合は、中国側主導とし、かつ中国政府の認可を取得しなければならな

い。）  

25 書籍、新聞、定期刊行物、映像製品および電子出版物の編集、出版、制作業務への投資

を禁止する。（ただし、中国政府の認可を取得し、提携における中国側の経営主導権およ

びコンテンツの最終審査権を確保し、中国政府による認可回答のその他の条件を遵守す

ることを前提に、中国と外国が提携する出版業者は、報道出版について中国と外国によ

る提携により出版事業を行うことができる。中国政府の認可を取得せずに、中国国内で

金融情報サービスを提供することは禁止する。）  

26 各級ラジオ放送局（ステーション）、テレビ局（ステーション）、ラジオ・テレビのチャ

ンネル（周波数）、ラジオ・テレビ放送ネットワーク（発信局、中継局、ラジオ・テレビ

衛星、衛星の地上発信ステーション、衛星受信中継ステーション、マイクロ波ステーシ

ョン、モニタリングステーション、ケーブルラジオ・テレビ放送ネットワーク等）への

投資を禁止し、ラジオ・テレビのオンデマンド業務および衛星テレビ・ラジオの地上受

信施設の設置業務への従事を禁止する。（国外の衛星チャンネルの受信には審査認可制度

を実行する。）  

27 ラジオ・テレビ番組制作の経営（輸入業務を含む）事業者への投資を禁止する。〔国外の

映画・テレビドラマの輸入および衛星伝送方式によるその他の国外テレビ番組の国内へ

の持込みは、ラジオ・テレビ総局の指定する事業者により申請する。中国と外国の提携

によるテレビドラマ（テレビアニメ作品を含む）の制作には許可制度を実行する。〕  

28 映画制作事業者、発行事業者、配給上映事業者および映画の輸入業務への投資を禁止す

る。（ただし認可を取得したものについては、中国と外国の企業が提携して映画を撮影・

制作することを認める。）  

29 文物の競売を行う競売業者、文物を扱う商店および国有の文物を扱う博物館への投資を

禁止する。（移動を禁ずる文物および国が国外への持出しを禁止している文物の譲渡、抵

当権の設定、外国人への賃貸を禁止する。非物質文化遺産調査機関を設立・経営するこ

とを禁止する。国外の組織又は個人が中国国内で非物質文化遺産調査及び考古調査、探

査、発掘するにあたっては、中国との提携の形式をとり、特別審査認可を受けて許可を

取得しなければならない。）  

30 文芸公演団体は、中国側の持分支配とする。  

 

(3) 「外商投資安全審査弁法」9 

2020年12月19日に、中国国家発展改革委員会と商務部は、2020年１月１日から施行した「外商投資

法」に定めた安全審査制度の具体的な運用方法について、「外商投資安全審査弁法」を公布した。

2021年1月18日に施行される。 

 

ア 背景 

2019 年に成立された「外商投資法」及びその施行条例では、国は外商投資の安全審査制度を確立

し、国家の安全に影響を与え、又は影響を与える可能性のある外商投資について、安全保障審査を行

うと規定している。 外商投資企業、外国企業団体等は、外国投資安全審査制度がどのように実施され

 
9 中国語：外商投资安全审查办法（https://www ndrc.gov.cn/xxgk/zcfb/fzggwl/202012/P020201219582032130362.pdf; 
https://www ndrc.gov.cn/xwdt/xwfb/202012/t20201219 1255024.html） 
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るのかを非常に注目しており、法律に則った投資判断ができるよう、外国投資安全審査に関する具体

的な規定が制定されることを期待している。 

また、外商投資安全審査は、経済的利益のバランスをとり、国家安全保障を守る上で重要な役割を

果たしており、世界の主要国・地域では外商投資安全審査制度が相次いで導入・改善されている。 

このような背景から、国家発展改革委員会と商務部は、2011 年以降の中国における外商投資安全審

査の実務を踏まえ、国務院に「安全保障審査弁法」を策定し、導入することを承認するよう提出し

た。 

 

イ 主な内容 

同弁法は計 23 条で、審査を適用する外商投資の範囲、審査機関、審査範囲、審査手続等を規定して

おり、審査業務の規範性や正確性、透明度をさらに高め、外国投資活動を促進するとともに、国の安

全リスクを予防し、解消することを目的としている。その主な内容は、以下のとおりである。 

 

① 外商投資審査体制の構築 

国は、外商投資安全審査業務体制を構築し、外商投資の安全審査業務の組織、協調、指導を担当

する（第 3 条）。 

② 外商投資安全審査範囲 

下記範囲の外商投資には、外国投資者又は国内の関連当事者（以下「当事者」という）が投資実

施前に政府の審査部門に申告しなければならない（第 4 条）。 

a. 軍事工業、軍事工業付属等の国防安全に関連する分野への投資、並びに軍事施設及び軍事工業施設

の周辺地域での投資。 

b. 国家安全に関連する重要な農産物、重要なエネルギー及び資源、重大な装備製造、重要な基礎イ

ンフラ、重要な運輸サービス、重要な文化製品・サービス、重要な情報技術・インターネット製

品・サービス、重要な金融サービス、基幹技術及びその他の重要な分野に投資し、かつ、その投資

する企業の実質的支配権を取得すること。 

③ 外商投資安全審査の申告 

当事者は、投資する前に、審査範囲に属する投資について、政府の審査部門に申告する。申告し

ない場合、政府の審査部門は期限限って進行するよう求めることができる。 

④ 外商投資安全審査の手続及び審査期限 

 初歩審査 

政府の審査部門は、同弁法の規定に合致する資料を受け入れる日から 15 営業日以内に、申告され

た外商投資に対して安全審査を行う必要があるか否かという決定を下す。政府の審査部門が決定を

下す前に、当事者が投資を実施してはならない。安全審査を行う必要がないという決定を下す場

合、当事者が投資を実施することができる。 

 一般審査 

政府の審査部門は、申告された外商投資に対して安全審査を行うことを決定する場合、決定の日

から 30 営業日以内に一般審査を完成しなければならない。審査期間において、当事者が投資を実施

してはならない。一般審査を経て、申告された外商投資が国家安全に影響しないことを認定する場

合、安全審査通過の決定を下しなければならず、国家安全を影響し、又はその恐れがあることを認

定する場合、政府の審査部門が特別審査を開始する決定を下しなければならない。申告の外商投資

が国家安全に影響しない場合、安全審査通過の決定を下しなければならない。 

 特別審査 

特別審査において、申告された外商投資が国家安全に影響する場合、投資禁止の決定を下す。条

件を付加することを通じて国家安全に対する影響を消除し、かつ、当事者が書面により付加条件を

受け入れることを承諾する場合、条件付加で安全審査通過の決定を下し、決定の中に付加条件を明
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記し、当事者は、かかる附加条件に基づき、投資を実施する。特別審査期限は 60 日とされ、特別な

情況がある場合、延長することができる。 

 罰則規定 

申告拒否、虚偽な記載、附加条件の不履行等の違反については、一定期間内に出資持分又は資産

の処分を命じることができ、また、当事者の不良信用記録を国の信用情報システムに組み込まれ、

国の関連規定に基づいて懲戒処分を行うことができる。 

 
(4) 「外国の法律及び措置の不当な域外適用を阻止する弁法」（商務部令［2021］第1号）10 

同弁法は計 16 条であり、その主な内容は、以下のとおりである。 

① 目的 

外国の法律及び措置の不当な域外適用による中国への影響を阻止し、国の主権、安全、発展及び

中国の公民、法人又はその他組織等の適法な権益を保護するため、「国家安全法」に基づき制定す

る。 

② 適用範囲 

本弁法は、外国の法律及び措置が国際法及び国際関係基本原則に違反して、中国の公民、法人又

はその他組織と第三国（地区）及びその公民、法人又はその他組織との正常な経済貿易及びその関

連活動を不当に禁止したり、制限したりする状況に対して適用する。 

③ 情況報告 

中国の公民、法人又はその他組織と第三国（地区）は、第三国（地区）及びその公民、法人又は

その他組織との正常な経済貿易及びその関連活動について、外国の法律及び措置により、禁止又は

制限を受けた場合、30 日以内に国務院の商務主管部門に報告しなければならない。 

④ 不当な域外適用の評価 

政府当局は、以下の要素を総合的に考慮し、不当な域外適用が存在しているか否かを評価する。 

 外国の法律及び措置が国際法及び国際関係基本原則に違反しているか否か 

 国の主権、安全、発展の利益に対する影響 

 中国の公民、法人又はその他組織の適法な権益に対する影響 

 その他考慮すべき要素 

⑤ 禁止令の発行 

不当な域外適用の存在を確認した場合、国務院の商務主管部門は、当該外国の法律及び措置の不

承認、不執行、不遵守の禁止令を発することができる。 

⑥ 禁止令の適用免除申請 

中国の公民、法人又はその他組織は、国務院の商務主管部門に対し、禁止令の遵守の適用免除を

申請することができる、 

⑦ 損害賠償請求 

当事者が禁止令範囲内の外国の法律及び措置を遵守し、中国の公民、法人又はその他の組織の適

法な権益を侵害した場合、中国の公民、法人又はその他の組織は、人民法院に訴えを提起し、当該

当事者に対し、損害賠償を求めることができる。但し、当該当事者は、提要免除を受けた場合、そ

の限りではない。 

⑧ 政府支援 

中国の公民、法人又はその他の組織は、禁止令に基づき、関係する外国法律及び措置を遵守しな

いことにより、重大な損失を受けた場合、政府の関係部門は、情況に応じて支援することができ

る。 

 
10 中国語: 阻断外国法律与措施不当域外适用办法（http://www mofcom.gov.cn/article/b/c/202101/20210103029710.shtml） 
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⑨ 反対措置 

外国法律及び措置の不当な域外適用について、中国政府は、実際の情況及び必要性に応じて、必

要な反対措置を取ることができる。 

⑩ 罰則 

中国の公民、法人又はその他の組織は、規定に基づき関連情況を事実どおりに報告せず、又は禁

止令を遵守しない場合、商務主管部門は、警告をし、期間を限り是正を命じ、かつ、処罰を処する

ことができる。 

 

輸出制限措置 

 
 
 

1. 「輸出管理法」11 

・ 輸出管理法第 3次草案は、2020年 10月 17 日、中国全人代常務委員会で可決成立となり、2020

年 12 月 1 日から施行された。 

・ 同法は 2016 年に立法が計画され、2017 年 6 月 16日第 1 次草案が公表され、パブリックコメン

トの公募が行われていた。その後 2019年 12月 28日及び 2020年 6月 28日、それぞれ全人代常

委会によって第 1次草案と第 2次草案が審議され、同年 10月 13日に第 3次草案が審議された。

このように、急速に立法作業が進められた背景には、米中貿易摩擦の白熱化が指摘されてい

る。 

(1) 規制対象 

・ ①同法の規制対象品目となる管制物品は、デュアルユース品目、軍用品、核及びその他の国

の安全と利益の擁護、拡散防止等の国際義務の履行に関わる貨物、技術、サービス等の品目

である（2 条）。管理品目には、品目に関わる技術資料等のデータが含まれる（同条 2 項）。 

・ 国家輸出管制管理部門は、同法に基づく管理品目の輸出管理リストの制定を予定している（5

条 1 項、9条 1 項）。2020年 12月 2 日、2020 年 1月 1 日施行となった「暗号法」28 条に規定す

る「商用暗号輸入許可リスト12」、「商用暗号輸出規制リスト13」及びこれらに関連する「商用

暗号輸出入許可プロセス14」が公表された。これらの根拠法令には、「暗号法」のほか、「輸出

管理法」及び「税関法」も挙げられており、「商用暗号輸出規制リスト」に、「輸出管理法」

が適用されると思われる。同リストに、暗号機能が搭載されたセキュリティ IC チップ、暗号

カード、各種暗号設備など及びこれらを生産するための設備、ソフトウエア、技術等が掲載

されている。 

・ また、国の安全と利益を守り、拡散防止等の国際義務を履行する必要に基づき、国家輸出管

制管理部門は上記輸出管理リスト以外の貨物、技術及びサービスについて、臨時管理品目の

制定をすることができる（9 条 2 項）。 

・ 輸出管理リスト、臨時管理品目及び関連する貨物、技術及びサービスの輸出には、許可制が

必要であり、国家輸出管制管理部門に対して輸出許可を申請しなければならない（12 条）。 

・ ②上記規制対象品目のほか、同法は輸入業者とエンドユーザーに対する規制リストの制定に

つき規定している（18 条）。国家輸出管制管理部門は、同条の規定に違反する輸入業者とエン

ドユーザーに対する輸出を禁止・制限するなどの措置を執ることができる。 

 
11 中国語：出口管制法 
12 中国語：商用密码进口许可清单 
13 中国語：商用密码出口管制清单 
14 中国語：商用密码进出口许可程序 

（１）①輸出管理法、②信頼できないエンティティ・リストについて、新たな動向等があれば調査・報

告ください。 
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(2) 規制行為 

・ 同法の規制対象となる行為には、①国国内から国外に管理品目を移動する行為及び②中国の

公民、法人及び非法人組織が外国の組織及び個人に管理品目を提供する行為が含まれる（2 条

3 項）。また、管理品目の国境通過、中継輸送、通し輸送、再輸出又は保税区、輸出加工区等

の海関（税関）の特殊管理区域や輸出管理倉庫、保税物流センター等の保税管理場所から国

外への輸出も規制対象となる行為である（45 条）。同条に規定する「再輸出」の定義は、本法

では必ずしも明確とされておらず、今後制定される下位規則によって詳細が規定されると考

えられる。 

(3) 罰則等 

・ 同法 33 条から 44 条は、輸出管理規制に違反した場合の罰則等を規定している。罰金、営業停

止、輸出許可の取り消し、5 年以内又は永続的な輸出禁止、さらに刑事罰が規定されている。 

・ 同法 44 条は、中国国外の組織及び個人が、本法の輸出管制管理に関わる規定に違反し、中国

の国家安全及び利益に危害を及ぼし、拡散防止等の国際義務の履行を妨害した場合は、法に

基づいて処理し、かつその法的責任を追及すると規定している。域外適用に関する詳細につ

いては、今後下位規則の制定内容に委ねられている。 

 

2. 「信頼できないエンティティ・リスト」15 

・ 商務部 2020 年 9 月 19 日公布、施行 

・ 2019 年 5 月 16 日、米国商務部がエンティティ・リストを公表したことを受け、中国商務部は

同年 5 月 31 日、中国政府が「信頼できないエンティティ・リスト」を構築する方針を明らか

にした。2020 年 9 月 19 日、商務部は中国の国家主権や中国企業の利益を損なうと判断した外

国企業をリスト化し、輸出入や投資を禁止・制限する「信頼できないエンティティ・リスト

に関する規定」（以下「本規定」という。）を公表し、同日施行となった。なお、今回、本規

定が制定・施行されたが、「信頼できないエンティティ・リスト」自体については、まだ公布

されていない。 

本規定は全14条からなり、信頼できないエンティティの対象、リストへの掲載の際の考慮要素、掲

載手続、リストに掲載された場合の制裁処置、リストからの移出等を規定している。 

① 信頼できないエンティティの対象（2条）。 

 中国の国家主権・安全・発展利益に危害を与えるもの 

 正常な市場取引原則に違反し、中国の企業・組織・個人との正常な取引を中断し、又は、

中国の企業・組織・個人に対して差別的な措置を講じて、中国の企業・組織・個人の適

法な利益を著しく害するもの 

② リストへの掲載 

実務機構は、関連する外国エンティティの行為に対して調査等を行い（6 条 1 項）、以下の要素を

総合的に考慮し、エンティティ・リストに加えるか否かの決定を行い、且つ公布する（7 条）。また、

行為の事実が明らかな場合、実務機構は、直接以下の要素を総合的に考慮し、リストへの掲載を決

定できる（8 条）。 

 中国の国家主権・安全・発展利益に与える危害の程度 

 中国の企業・組織・個人の適法な利益に与える損害の程度 

 国際的に通用する経済貿易原則に合致するかどうか 

 その他考慮すべき要素 

③ リストへ掲載された場合の制裁措置（10条） 

信頼できないエンティティ・リストに加えられた外国エンティティについて、実務機構は以下の

一つまたは複数の処置を取り、かつ公告することができる。 

 
15 中国語：不可靠实体清单规定 
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 中国に関する輸出入活動への禁止又は制限 

 中国国内投資への禁止又は制限 

 関係する人員や交通手段の入国の禁止又は制限 

 関係する人員の中国国内における就業許可、居留資格の制限又は取消 

 情状の軽重に応じた金額の過料 

 その他必要な措置 

④ リストからの移出（13条1項） 

実務機構は実際の状況に応じ、関連する外国エンティティを信頼できないエンティティ・リスト

から移出する決定を下すことができる。関連する外国エンティティが公告に明記された是正期限内

にその行為を是正し、かつ不利な結果を除去するような措置を執る場合、実務機構は決定をし、信

頼できないエンティティ・リストから移出しなければならない。 

 

3. 輸出管理法と信頼できないエンティティ・リストとの関係 

輸出管理法における規制リストと信頼できないエンティティ・リストは、中国国家の安全と利益に

危害を及ぼす可能性を考慮要素として作成されているため、規制が一部重複する可能性がある。もっ

とも、輸出管理法は主に規制対象品目に着目しているのに対して、信頼できないエンティティ・リス

トはエンティティベースに規制を行っている。信頼できないエンティティ・リストに掲載されたエン

ティティに対しては、輸出入が制限されるのみならず、中国国内での投資、人員等の入国も制限され

るため、輸出管理法より広範な影響が生じるものと予想される。 

 
 

4. 「商務部、国家暗号管理局、税関総署による商用暗号輸入許可リスト、商用暗号輸出管理リスト及び

関連管理措置に関する公告」16 

商務部、国家暗号管理局、税関総署 2020年11月26日公布、2021年1月1日施行 

 

ア 背景 

中国における商用暗号の管理は、主に 1999年に施行された商用暗号管理条例17に基づいて行われてき

たが、2019 年 10 月 26 日に中華人民共和国暗号法18が可決され、暗号管理の分野で初めての包括的な法

律として 2020 年 1 月 1 日より施行されている。また、2020 年 8 月 20 日に国家暗号管理局が商用暗号管

理条例（意見募集稿）19を公布し、11 月 26 日に商務部、国家暗号管理局、税関総署が商用暗号輸入許

可リスト、商用暗号輸出管理リスト及び関連管理措置に関する公告（以下「本公告」という）を共同

で公布した。 

このように 2019 年以降、中国の立法機関では暗号管理の分野において集中的な立法、法改正が行わ

れ、暗号製品の輸出入管理モデルがさらに明確化され、企業も新たなコンプライアンス対応が求めら

れている。 

また、暗号法第 28 条によると、国家安全、国家経済民生、社会公共利益に関連し、かつ暗号化保護

機能を持つ商用暗号に対しては輸入許可制度を実施し、商用暗号輸入許可リストと商用暗号輸出管理

リストを制定、公布するとされており、本公告に掲載された品目が上記の規定に基づき輸出入管理法

令上の管理対象となる。本公告によると、商用暗号の輸出入要件は、両用品及び技術輸出入許可証管

 
16 中国語：商务部、国家密码管理局、海关总署关于发布商用密码进口许可清单、出口管制清单和相关管理措施的公告 
17 中国語：商用密码管理条例 
18 中国語：密码法 
19 中国語：商用密码管理条例（征求意见稿） 
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オ 商用暗号輸出入許可を申請する必要な書類 

経営者が本公告に記載された商用暗号の輸出入に従事する際、省級の商務主管部門を通じて商務部

に両用品・技術輸出入許可申請表を記入したうえで提出し、かつ以下の文書を提出しなければならな

い。 

 申請者の法定代表人、主要経営管理人員および担当者の身分証明書 

 契約書あるいは合意書の副本 

 商用暗号の技術説明 

 エンドユーザーと最終用途証明書 

 商務部が提出することを規定したその他の文書 

 
カ 商用暗号輸出入許可の申請手続 

 商務部は上述の申請書類を受領した日より国家暗号管理局などの関係部門と共同で審査

を行い、法定の期限内に許可あるいは不許可を決定しなければならない。申請で審査を

経て許可されたものには、商務部が両用品・技術輸出入許可証を交付する。 

 輸出入許可証の受領申請と発行の手順、特殊な状況の処理、文書資料の保存期限などは、

「両用品及び技術輸出入許可証管理規則」の関連規定を参照して実行する。 

 輸出入経営者は税関に両用品・技術輸出入許可証を提示し、税関法の規定に基づいて税

関手続を行い、かつ税関の監督管理を受けなければならない。税関は商務部が発行した

両用品・技術輸出入許可証にもとづいて通関手続を行う。 

 
 

関税 

 
 
 
 

2020年度版不公正貿易報告書 P.21 の＜措置の概要＞、＜懸念点＞に記載のある関税率に変更はない。 

 

1. 譲許品目の割合 

2020年1月現在、WTOによれば中国の譲許品目の割合は全品目にわたり100%である。また、非農産

品の平均譲許税率は9.1%、平均税率は10％であった22。  

  

2. 他の高関税の品目  

2021年1月現在において、下の品目の最恵国税率は、以下のとおりである。23  

 写真用または映画用材料（HS コード：37 類）最高 35%24  

 自動車（HS コード：8703）15%  

 ＴＶ（HS コード:852872）15%  

 カラーモニター（HS コード：85285910）20%  

 オートバイ（HS コード：8711）最高 45%  

 プロジェクター（HS コード：900850）最高 12%  

 
22 https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles19 e.pdf（71 頁）（2020 年 11 月 19 日確認）   
23 中華人民共和国輸出入税則（2020）（http://gss mof.gov.cn/gzdt/zhengcefabu/201912/P020191230547817604455.pdf）（2020

年 11 月 19 日確認）  
24 例えば、「37032010 未曝光的彩色摄影用感光纸及纸板」など。  

（１）2020 年度版不公正貿易報告書 P.21 の＜措置の概要＞、＜懸念点＞に記載のある関税率や、＜最

近の動き＞につき、変更があれば報告ください。変更がない場合もその旨をご報告ください。また、他

に高関税の品目があれば、その品目名及び実行関税率、譲許税率をご報告ください。 
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0813  乾燥果実（第 08.01 項から第 08.06 項までのものを除く。）及

びこの類のナット又は乾燥果実を混合したもの  

最高 25  15  

08140000  かんきつ系の果物及びメロンの皮  25    

09019020  コーヒーを含有するコーヒー代用物  30    

1001  小麦及びメスリン  65    

10059000  その他のとうもろこし  65    

1006  米  最高 65    

11010000  小麦粉及びメスリン粉  65    

11022000  とうもろこし粉  40    

11029021  長粒種の米粉  40    

11029029  その他の米粉  40    

11031100  小麦のミール及びペレット  65    

11031300  とうもろこしのミール及びペレット  65    

11032010  小麦ペレット  65    

 
11042300  その他加工したとうもろこし  65    

11042910  その他加工した小麦  65    

12077099  その他メロンの種  30    

12129996  ステビア葉  30    

12129999  生鮮のもの及び冷蔵し、冷凍し又は乾燥したその他食用に供

する他関税品目番号にされていない果実の核及び仁その他の

植物性生産品  

30    

15162000  インターエステル化し、リエステル化し又はエライジン化し

植物性油脂及びその分別物（精製してあるかないかを問わ

ず、更に調製したものを除く）  

25    

1517  マーガリン並びにこの類の動物性油脂若しくは植物性油脂又

はこの類の異なる油脂の分別物の混合物及び調製品（食用の

ものに限るものとし、第 15.16 項の食用の油脂及びその分別

物を除く。）  

最高 30    

1701  甘しや糖、てん菜糖及び化学的に純粋なしよ糖（固体のもの

に限る。）  

50    

1702  その他の糖類（化学的に純粋な乳糖、麦芽糖、ぶどう糖及び

果糖を含むものとし、固体のものに限る。）、糖水（香味料又

は着色料を加えてないものに限る。）、人造はちみつ（天然は

ちみつを混合してあるかないかを問わない。）及びカラメル  

最高 30    

20091200  
冷凍してないもの（ブリックス値が 20 以下のものに限る。）  

30   15 

20091900  その他のオレンジジュース  30  15  

2102  

酵母（活性のものであるかないかを問わない。）及びその他

の単細胞微生物（生きていないものに限るものとし、第 

30.02 項のワクチンを除く。）並びに調製したベーキングパウ

ダー  

25    

22043000  その他のぶどう搾汁  30    
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2205  

ベルモットその他のぶどう酒（生鮮のぶどうから製造したも

ので、植物又は芳香性物質により香味を付けたものに限

る。）  

65  14  

2206  

その他の発酵酒（例えば、りんご酒、梨酒、ミード及び清

酒）並びに発酵酒とアルコールを含有しない飲料との混合物

及び発酵酒の混合物（他の項に該当するものを除く。）  
40    

2207  

エチルアルコール（変性させてないものでアルコール分が 

80％以上のものに限る。）及び変性アルコール（アルコール

分のいかんを問わない。）  

最高 40    

2402  
葉巻たばこ、シェルート、シガリロ及び紙巻たばこ（たばこ

又はたばこ代用物から成るものに限る。）  
25    

2403  
その他の製造たばこ及び製造たばこ代用品、シートたばこ並

びにたばこのエキス及びエッセンス  
57  40  

31021000  尿素（水溶液にしてあるかないかを問わない。）  50    

31052000  
鉱物性肥料及び化学肥料（窒素、りん及びカリウムを含有す

るものに限る。）  
50    

31053000  
オルトりん酸水素二アンモニウム（りん酸二アンモニウム）  

50    

37032010  

感光性の写真用の紙、板紙でロール状でない又は幅 610 ミリ

メートルのもの（露光してないものに限る。 

カラー写真用のもの（ポリクローム）に限る。）  

35    

37039010  

 感光性の写真用の紙、板紙ロール状でない又は幅 610 ミリメ

ートルのもの（露光してないものに限る。カラー写真用のも

の（ポリクローム）を除く。）幅 610 

㎜  

35    

40117090  

農業用又は林業用の車両及び機械に使用するゴム製の空気タ

イヤ（新品のものに限る。ヘリンボーントレッドパターンを

除く）  

25    

40118091  

建設用、鉱業用又は産業用の車両及び機械に使用するヘリン

ボーントレッドパターンを除くゴム製の空気タイヤ又は類似

トレッドパターンのゴム製の空気タイヤ（新品のものに限

る。リム径が 61 センチメートル以下。）  

25    

  
40118092  

リム径が 24 インチ（60.96 センチメートル）とそれ以上のゴ

ム製の空気タイヤ  
25  17  

40119090  
リム径が 30 インチ（76.2 センチメートル）とそれ以上のゴ

ム製の空気タイヤ  
25  17  

40122010  
自動車用ゴム製の空気タイヤ（更生したもの及び中古のもの

に限る。）  
25    

40122090  
その他用途のゴム製の空気タイヤ（更生したもの及び中古の

ものに限る。）  
25    

5101  羊毛（カードし又はコームしたものを除く。）  38    

51031010  羊毛のノイル  38    

5105  
羊毛、繊獣毛及び粗獣毛（カードし又はコームしたもの（小

塊状のコームした羊毛を含む。）に限る。）  
38    

52010000  未梳綿花  40    
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52030000  綿（カードし又はコームしたものに限る。）  40    

84082090  出力が 132.39km 未満の乗用車ディーゼルエンジン  25  20  

8711  

モーターサイクル（モペットを含むものとし、サイドカー付

きであるかないかを問わない。）、補助原動機付きの自転車

（サイドカー付きであるかないかを問わない。）及びサイド

カー  

最高 45    

  

 
 
 
 

 

新型コロナウィルスの影響拡大後（2019 年 12 月 1 日以降）、税関は、以下の対応措置を実施した。 

 

1. 新型コロナ防疫物資の輸入税免除措置 

 目的 

ウィルス感染拡大防止のための措置（医療物資の免税等） 

 免税対象品目 

寄附物質である医療医薬品、医療器械、生活必要品、食品及び飲料水等、病状の拡大防止に用いる

試薬、消毒物品、防衛用品、救急車、感染予防車、消毒用車、応急指揮車。感染予防物資には、医

療用マスク、防護服、医療用ゴーグル、医療用ゴム手袋等が含まれます。 

 免税対象税項目 

輸入関税、輸入関節増値税、消費税 

 実施期間 

2020 年 9 月 30 日まで 

 法定根拠 

新型コロナウィルス感染症の予防に係る輸入物資免税政策の公告（財政部、税関総署、税務総局 

公告 2020 年第 6 号）28 

 

2. 新型コロナウィルス不可抗力による輸出返送貨物の輸入関税等免除及び輸出関税の税還付措置 

 目的 

経済対策 

 対象範囲 

2020年 1月 1日から 2020年 12月 31日までの間に輸出申告し、新型コロナウィルス不可抗力により、

輸出日から 1 年以内に現状返送された貨物について、輸入関税、輸入関節増値税、商品税を徴収しな

い。輸出時に既に輸出関税を徴収した場合、輸出関税を返還する。 

 対象税項目 

輸入関税、輸入関節増値税、消費税 

 実施期間 

2021 年 6 月 30 日まで 

 法定根拠 

新型コロナウィルス不可抗力による輸出返送貨物の税収規定に関する公告 

（財政部、税関総署、税務総局 公告 2020 年第 41 号）29  

 
28 中国語：关于防控新型冠状病毒感染的肺炎疫情进口物资免税政策的公告（财政部 海关总署 税务总局公告2020年第6号
（http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-02/01/content 5473748.htm） 
29 中国語：关于因 新冠肺炎疫情不可抗力出口退运货物税收规定的公告（财政部海关总署税务总局公告2020年第41号）

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019 年 12 月 1 日以降）、その対策として実行関税率の変

更措置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止

のための措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期

間、根拠法も報告ください。 



21   

貿易権 

 
 
 
 

1. 「対外貿易のイノベーション発展推進に関する国務院弁公庁の実施意見」（国弁発［2020］40号）30  

主な内容は以下のとおりである。 

 地域的な包括的経済連携協定（RCEP）の早期締結、日中韓自由貿易協定（FTA）、中国・GCC（湾岸

協力理事会）FTA交渉を加速させ、より多くのハイレベルな自由貿易協定と地域貿易協定の締結に積

極的に取り組み、国際環境の改善が図る。 

 重要市場の国、特に「一帯一路」31沿線国との貿易円滑化作業チーム、EC協力体制、貿易救済協力体

制の構築推進に注力する  

 5G、仮想現実（VR）、拡張現実（AR）、ビッグデータ等の現代情報技術を利用して、企業のオンラ

インでの展示会、ECプラットフォーム等を活用し、オンライン商談及びオンライン契約などを実施

することを支援する  

 東部の貿易の質を向上させ、中西部による「一帯一路」への融合や貿易拡大を後押しする。東北部

の対外開放を拡大し、コモディティー商品の輸出入増加を支援する  

 電力、鉄道車両、通信設備、船舶及び海洋エンジニアリング、エンジニアリング設備、航空機、宇

宙関連設備などの大型商品・サービスの海外市場開拓を積極的に推進する。バイオテクノロジー、

省エネ・環境保護、次世代IT技術、新エネルギー、ロボット等の新興産業の国際競争力を高める。繊

維、アパレル、箱・バッグ、靴・帽子等の労働集約型製品のハイエンド化、品質化の発展を推し進

める。農産物の加工能力と多様化を強化し、高付加価値農産物の輸出を拡大する  

 『輸入を奨励する技術及び製品リスト』に指南的役割を発揮させ、先進技術、重要設備及び中核部

品の輸入を拡大し、エネルギー製品、優良商品の輸入を支援する。国内における供給不足、消費高

度化のニーズに応えられる農産物に加え、コンサルティングや、研究開発・デザイン、省エネ・環

境保護等の知識集約型サービスの輸入拡大と訪中観光の拡大も推進する  

 越境EC等の新業態の発展を促進する。中古車の輸出を積極的に推進する。カルチャーなどの新興サ

ービス貿易と貿易デジタル化の発展を加速させる  

 通関作業の手続きを更に簡素化し、全作業のペーパレス化を推進する  

 

2. 「対外貿易経営者届出登記弁法」32 

2004年に公布された「対外貿易経営者届出登記弁法」の第5条の下記の内容を削除した。これによ

り、企業は、対外貿易経営者の資格をより容易に取得することができ、貿易促進にる。 

 

 (5) 法律に基づき事業登録（工商登記）された個人事業主（独資事業者）は、適法な公証機構が発行

した財産公正証書を提出しなければならない。法律に基づき事業登録（工商登記）された外国（地

域）企業は、適法な公証機構が発行した資金信用証明文書を提出しなければならない。 

 

 

（http://beijing.chinatax.gov.cn/bjswj/sszc/zxwj/202011/b5aa86544f634346bc2f0df0e85990e1.shtml） 
30 中国語：国务院办公厅关于推进对外贸易创新发展的实施意见 国办发〔2020〕40号 （2020年10月25日）

（http://www.gov.cn/zhengce/content/2020-11/09/content 5559659 htm） 
31 正式名称はシルクロード経済ベルトと21世紀海洋シルクロード（中国語: 丝绸之路经济带和21世纪海上丝绸之路） 
32 中国語：对外贸易经营者备案登记办法(2019修正) （https://www.waizi.org.cn/doc/87848 html） 

（１）2017 年版不公正貿易報告書 P.22 について、＜最近の動き＞の最終段落、「我が国としては、米

中両国の動向に留意しつつ、中国の関連法制度の改正動向や施行状況等を注視するとともに」という記

載部分に関して、新たな動向等があれば調査・報告ください。 



22   

3. 「『2段階申告』改革の全面的な展開に関する公告」（税関総署公告［2019］第216号）33 

貿易の便利化を更に促進するため、2019年12月26日に税関総署が「『2段階申告』改革の全面的な展

開に関する公告」（税関総署公告［2019］第216号）では、2019年7月31日に税関総署が一部地域に展

開された「2段階申告」（概要申告による貨物の引取り＋14日内の申告補完）改革試験プロジェクト

は、全国に展開することを推進した。これにより、全国範囲内で、一般企業は、インターネットによ

り「2段階申告」を可能となった。 

 

4. その他 

映画の配給に関して、上記と同様、外商投資制限分野から排除されたものの，映画輸入・配給業務

は、依然として、「一社輸入、二社配給」（中影集団一社のみが輸入し、中影及び華厦二社のみが配

給する）という原則の運用となり、また、年間配給制限枠（合計34本）も依然存在している。 

 

1. サイバーセキュリティ審査弁法34 

国家インターネット情報弁公室、国家発展改革委員会、工業情報化部、公安部、国家安全部、財政

部、商務部、中国人民銀行、国家市場監督管理総局、国家広播電視総局、国家秘密保護局、国家暗号

管理局 2020年4月13日公布、2020年6月1日施行 

① 背景 

2015 年 7 月 1 日に施行された国家安全法35では、中国は、国家安全審査及び監督管理に関する制度

及びメカニズムを確立し、国家安全に影響を及ぼす又はそのおそれがある外商投資、ネットワーク

情報技術製品とサービス、国家安全事項に関わる建設プロジェクト並びにその他の重要な事項及び

活動に対して国家安全審査を行うとされている36。 

また、2017 年 6 月 1 日に施行されたサイバーセキュリティ法37では、「公共通信・情報サービス、

エネルギー、交通、水利、金融、公共サービス、電子政府などの重要な産業及び分野、並びに、ひ

とたび機能の破壊、喪失またはデータの漏えいが発生した場合、国の安全、国民経済と国民生活、

公共の利益に重大な危害を与え得るその他の重要情報インフラ」38（以下「重要情報インフラ」とい

う。）の運営者に対して、ネットワーク製品又はサービスを調達する際、国家の安全に影響を及ぼす

可能性がある場合、国家インターネット情報部門が国務院の関係部門と共に実施する安全審査を通

過しなければならないことを義務付けている39。 

重要情報インフラは、中国の国家安全、経済安全、社会安定、公衆健康と安全にとって極めて重

要なものであり、サイバーセキュリティ審査制度の設立により、ネットワーク製品又はサービスが

重要情報インフラの運営に与えるリスク及び侵害を避けることができ、重要情報インフラのサプラ

イチェーンの安全性を保障することで、国家安全の保護に資すると考えられる。2019 年 5 月 24 日、

中国の国家インターネット情報弁公室は「サイバーセキュリティ審査弁法（意見募集案）」を公布し、

同年 6 月 24 日まで、意見募集を行った。 

これを受け、2020 年 4 月 13 日、国家インターネット情報弁公室、工業情報化部、公安部、国家安

全部等 12 部門は、「サイバーセキュリティ審査弁法」（以下「本弁法」という。）を共同で公布した。

 
33 中国語：海关总署公告2019年第216号――关于全面推广“两步申报”改革的公告 
34 「网络安全审查办法」 
35 「国家安全法」 
36 国家安全法第59条 
37 「网络安全法」 
38 サイバーセキュリティ法第31条 
39 サイバーセキュリティ法第35条 

（２）【中国サイバーセキュリティ法】2020 年版不公正貿易報告書 p.41 について、＜最近の動き＞に

おける、「今後も関連法令の策定動向につき引き続き注視」という記載部分に関して、新たな動向等が

あれば調査・報告ください（データセキュリティ法、個人情報保護法等）。 
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本弁法は、22 条で構成されており、以降は、2017 年 6 月 1 日より施行されている「ネットワーク製

品・サービスセキュリティ審査弁法（試行）」40を代替することになる。 

以下では、本弁法の主な内容を紹介する。 

② 主な内容 

ア 審査対象 

 重要情報インフラの運営者がネットワーク製品及びサービスを仕入れ、国家の安全に影響を与

える、又は影響を与えるおそれがある場合は、サイバーセキュリティ審査を行う必要がある41。 

 重要情報インフラの運営者とは、重要情報インフラ保護業務部門によって認定された事業者を

指す42。 

 ネットワーク製品及びサービスとは、重要なネットワーク設備、高性能のコンピューター及び

サーバー、大容量記憶装置、大型データベース及びソフトウェア、サイバーセキュリティ設備、ク

ラウド計算サービス並びにその他重要情報インフラのセキュリティに重大な影響を与えるネットワ

ーク製品及びサービスを指す43。 

イ 審査当局44 

国家インターネット情報弁公室において、サイバーセキュリティ審査弁公室が設置され、サイバ

ーセキュリティ審査に関連する制度、法規制を制定し、サイバーセキュリティ審査を実施する。 

ウ 審査手続き及び審査基準 

本弁法は、運営者がサイバーセキュリティ審査を申告するために提出する必要書類45、審査の手

続、また、運営者による自主申告46制度など、手続面で詳細に規定しており、さらに、審査の評価要

素を以下のように列挙している。 

 ネットワーク製品及びサービスが使用された後にもたらす重要情報インフラが違法にコントロ

ール、妨害又は侵害されること、及び重要データが窃取、漏洩又は毀損されることに関するリ

スク 

 ネットワーク製品及びサービスの提供が中断された場合の重要情報インフラの継続性への危害 

 ネットワーク製品及びサービスの安全性、開放性、透明性、仕入先の多様性、サプライチェー

ンの安全性及び政治、外交、貿易等の要素によりネットワーク製品及びサービスの提供を中断

するリスク 

 ネットワーク製品及びサービス提供者による法律及び行政法規の遵守状況 

 その他の重要情報インフラの安全及び国家の安全を侵害するおそれのある要素 

エ 審査当局による審査47 

サイバーセキュリティ審査業務体制メンバー組織が、ネットワーク製品及びサービスが国家安全

に影響を与える又は影響を与えるおそれがあると認めた場合には、サイバーセキュリティ審査弁公

室は、中央ネットワーク安全情報化委員会からの承認を取得したうえで、サイバーセキュリティ審

査を実施することができる。 

 

2. 民法改正 

2020年5月28日の全国人民代表大会において採択された改正民法典に、「プライバシーと個人情報の

保護」に関連する条項が新設され、2021年1月1日施行となっている。 

改正民法制定前、中国における個人情報の保護は主にサイバーセキュリティ法、消費者法、電子商

 
40 「网络产品和服务安全审查办法（试行）」 
41 本弁法第2条 
42 本弁法第20条1項 
43 本弁法第20条2項 
44 本弁法第4条2項 
45 本弁法第7条 
46 本弁法第6条 
47 本弁法第15条 
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取引法等に規定されていたが、今回の改正民法は各法令に分散される規定を総括的に取り入れ、プラ

イバシーや個人情報に関して私法上の保護を与えた。2017年に施行された現行民法総則は個人情報に

関する条文を一条しか設けていなかった（民法総則第111条）。それに対し、改正民法典は第6章におい

て、プライバシー権と個人情報の保護に関する規定として、1032条から1039条まで計8条の条項を設け

ている。 

プライバシーや個人情報の保護に関連する改正条項は主に以下の内容となる。 

プライバシー権の定義及び保護を明確し（1032条）、プライバシーに対する侵害の態様を列挙して禁

止条項を設けた（1033条）。2017年民法総則に規定されている個人情報の保護（2017年民法総則111条）

を一部援用した上、個人情報の定義を詳細に規定した（1034条）。また、個人情報の処理に関する規制

（1035条）、当該規制の例外（1036条）、個人の権利（1037条）、情報処理者の義務（1038条）及び政府

機関の義務（1039条）の規定を新設した。 

改正民法典第6章の各条文は「サイバーセキュリティ法」の条文を基礎にしつつも、近年の社会発展

に伴い、さらに保護範囲を拡充している部分もある。一方で、改正民法典はあくまで概括的、抽象的

な規定に留まっているため、実務上より詳細な「サイバーセキュリティ法」、若しくは後述３「情報安

全技術・個人情報安全規範 2020版」の規定を参照すべきと思われる。 

 
3. 情報安全技術・個人情報安全規範 2020年版48 

 国家市場監督管理総局、国家標準化委員会が発表した中華人民共和国国家標準広告（2020年第1号）

により、中国電子技術標準化研究院により修訂された「情報安全技術・個人情報安全規範」（以下

「2020年版安全規範」という）は批准及び公布され、2020年10月1日に施行されることになった。2020

年版安全規範は、2017年版安全規範をベースに、対象を絞って修正が行われた。 

同安全規範は、個人情報の収集、保存、使用、共有、譲渡、公開・開示等の処理活動を展開する上

で従うべき原則とセキュリティ要件を詳細に規定している。いわゆるガイドラインであり、法的な拘

束力を有するものではないが、各種組織による個人情報処理活動に適用されるほか、監督・管理部

門、第三者評価機関等の組織が行う個人情報処理活動への監督、管理および評価に対しても適用され

る。サイバーセキュリティ法上の個人情報関連規制は抽象的であり、その解釈に関して特段依拠でき

るものがない状況では、企業は、安全規範の規定を事実上遵守することが必要になると考えられる。 

2017年版と比較して、2020年版安全規範の主な修正内容は以下となる。 

複数の業務サービスにおける自主選択権（5.3条）、ユーザープロファイリングの使用制限（7.4

条）、パーソナライズの使用制限（7.5条）、業務目的別に収集された個人情報の集約統合（7.6条）、

第三者接続の管理（9.7条）、個人情報安全に関する開発プロセス（11.2条）、個人情報処理の記録

（11.3条）に関する条項が新設され、また、授権的同意の例外（5.6条）、個人情報主体のアカウント

消去（8.5条）、責任部署と責任者の明確化（11.1条）に関する条項が修正された。 

 

4. データ安全法49（草案） 

政府の2020年度の立法計画には、「データ安全法（草案）」および後述5「個人情報保護法（草案）」

の審議が予定されている。2020年7月3日に草案が公表された「データ安全法（草案）」には国家安全保

障、社会維持、経済の安定に影響する重要なデータに関する安全評価等の制度、安全保護の義務およ

びデータ利用の原則等の内容が含まれている。同年8月16日まで意見公募が行われた。 

 

① 適用範囲 

データ安全法（草案）は、サイバーセキュリティ法よりも適用範囲をさらに拡張し、中国国内の

データ活動のみならず、国外の組織、個人がデータ活動を行い、国の安全、公共の利益または公

民、組織の合法的な権益に損害を与えた場合、責任を追及できると規定している（2条）。さらに、

 
48 信息安全技术 个人信息安全规范 
49 数据安全法 
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データ、データ活動及びデータセキュリティの概念はいずれも広範に定義されているため（3条）、

より広い範囲の保護が与えられている。なお、国家秘密、個人情報や軍事データは、それぞれ「国

家秘密保護法」、個人情報の関連法令（49条）や中央軍事委員会が別途定める規定（50条）に従う

ため、本法の適用範囲から除外される。 

② 監督官庁の役割分担 

同草案は、中央国家安全指導機構をデータ安全に関する統合や政策制定部署として規定しており

（6条）、地域、業種によって、それぞれ監督官庁が異なるが（7条）、一部交差する範囲も生じる

と思われる。 

③ データのランク付け制度 

草案は、データのランク付け制度を構築しており、ランク付けの基準は、経済社会の発展におけ

る重要度、若しくは改ざん、破壊、漏洩あるいは不法取得、不法利用された場合、国の安全、公共

の利益あるいは公民、組織の合法的な権益への危害の程度となっている（19条）。また、重要デー

タに対し、重要データ保護目録を制定し、重点的保護を与えるほか、重要データ処理者のデータセ

キュリティの責任者と管理機構を設ける義務（25条）やリスク評価の実施義務、リスクレポートの

報告義務など（28条）が定められている。 

④ その他データ安全制度の構築 

草案は、上記ランク付け制度以外にも、データ安全のリスクコントロール制度（20条）、データ

の安全に係る緊急対応メカニズム（21条）やデータ安全審査制度（22条）など複数の制度から構成

されたデータ安全制度を構築した。 

また、国際的義務の履行や国の安全保障の維持に関連する規制対象品目に該当するデータに、規

制対象データに輸出制限（23条）を規定し、外国からの差別的な禁止、制限等の制裁に対する対等

の対抗措置（24条）を規定した。 

⑤ データ安全保護義務 

草案第4章は、データ安全保護義務を規定しており、前述重要データ処理者の義務のほか、データ

活動を行う者の法令、社会道徳等の遵守義務等（25条、26条）、リスクモニタリング義務（27

条）、組織や個人のデータを収集する際の法令遵守義務（29条）、データ取引仲介サービスを提供

する事業者の説明義務、身元確認や記録保存義務（30条）、オンラインデータ処理等のサービスを

提供する事業者の許可又は届出義務（31条）、公安機関、国家安全機関が捜査等をする際の義務並

びに関連組織や個人の協力義務（32条）や外国の法執行機関へ国内データを提供する際、主管機関

に報告、許可の取得義務（33条）を規定している。 

⑥ 政務関連データの安全と公開 

草案第5章は、国家機関の行政政務データの安全性と透明性の向上のため、第34条から第40条の規

定を設けている。国家機関がデータ収集の際に、法令に定められている条件、プロセスの遵守（36

条）、データの安全管理制度の構築（36条）、第三者にデータの保存、加工を委託し、又は提供す

る場合のプロセス、監督義務（37条）、非公開データを除く政務関連データの、遅滞のない、かつ

正確な公開（38条）、公開目録の制定や公開プラットフォームの構築（39条）などの規定を設けて

いる。本章の規定は、公共事務の管理機能を持つ組織が、当該機能を履行する際にも適用される

（40条）。 

⑦ 罰則 

草案第6章は、本法に違反する場合、違反した個人、組織又は組織の責任者に対し、罰金、没収、

警告、是正命令や営業許可取り消しなどの罰則が定められている。また、所管官庁がデータ活動に

比較的大きな安全リスクを発見した場合、関連組織や個人に対し、事情聴取を行うことができる

（41条）。さらに、本法の規定に対する違反が犯罪に当たる場合、刑事責任を追及できる（48

条）。 
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5. 個人情報保護法50（草案） 

2020年10月21日、「個人情報保護法（草案）」が公布され、同年11月19日まで意見公募が行われた。

同法は、2018年に初めて政府の立法計画に加えられ、2019年12月16日の全人代常務委員会委員長会議

で2020年における法案審議が予定され、2020年10月21日、第1回審議を経て同法についての初めての草

案が公表された。 

同草案は、全8章、70条からなり、適用範囲、個人情報処理の原則、個人情報の越境移転に関する安

全評価等の制度、個人情報処理における個人の権利及び処理者の義務等の内容が含まれている。 

 

① 個人情報の定義 

同草案で規定されている個人情報とは、電子的又はその他の方式で記録された識別済又は識別可

能な自然人と関連する各種類の情報を指し、匿名化処理後の情報を含まない。個人情報の処理は、

個人情報の収集、保管、使用、加工、伝送、提供、公開等の活動を含む。（4条） 

② 適用範囲 

個人情報保護法（草案）は、データ安全法（草案）と同様、域外適用が強調されている。中国国

内における個人情報処理に限らず、中国国外における国内の自然人向けの製品やサービスの提供を

目的とする個人情報の処理、国内の自然人の行動の分析、評価等にも適用される（3条）。 

③ 個人情報処理に当たっての重要原則 

草案は、個人情報処理者が、個人情報を処理する際に適用される重要原則を定めている。個人情

報の処理は合法、正当な方法で行い、信義則に従わなければならない（5条）。明確かつ、合理的な

目的があり、目的の最小限度の範囲に限る（6条）。公開、透明の原則に従い、処理のルールを明示

しなければならない（7条）。個人情報の正確性を確保し、適時の更新をしなければならない（8

条）。必要な措置を採り、個人情報の安全を保障しなければならない（9条）。 

④ 個人情報処理の一般ルール 

第2章では、個人情報処理の一般ルールを定めている。個人情報処理者は、下記列挙された場合の

み、個人情報を処理できる（13条）。 

（ア） 個人の同意 

（イ）個人が一方当事者となる契約の締結または履行に必要な場合 

（ウ）法定の責務または職務の履行に必要な場合 

（エ）突発的な公衆衛生事件に対応するため、または緊急時において自然人の生命健康や財産安全の保

護に必要な場合 

（オ）公共利益のため、新聞報道、世論による監督等のため合理的な範囲内において個人情報を処理す

る場合 

（カ）その他法令に定められている場合。 

個人情報を処理する際、告知（18条）及び同意（14条）が必要となり、同意の要件に、「単独同

意」という概念が導入された。個人は当該同意を撤回でき（16条）、個人情報処理者は、不同意や

同意の撤回を理由に、製品やサービスの提供を拒否してはならない（17条）。また、未成年者の個

人情報に関して、その監護者の同意が必要となる（15条）。なお、法令に基づき、秘密を保持すべ

き場合、または告知が必要としない場合は、上記告知をしないことができる（19条）。 

個人情報の共同処理（21条）、委託処理（22条）、第三者提供（24条）に関して、各処理者の責

任が明確化された。また、センシティブな個人情報に対して、より厳しい規制を設けている（29条

～32条）。 

⑤ 国外への個人情報の提供 

個人情報の海外提供に関して、明確な条件が定められ、下記条件のうち、少なくとも一つを満た

さなければならない（38条）。 

 
50 个人信息保护法 
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（ア）国家ネットワーク情報部門による安全評価を受けている。 

（イ）国家ネットワーク情報部門の規定に基づき、専門機関による個人情報保護認証を受けている。 

（ウ）国外の個人情報受領者と契約を締結し、双方の権利義務を規定した上、国外機関の個人情報処理

活動が本法に規定する個人情報保護基準に達していることを監督する。 

（エ）その他法令または国家ネットワーク情報部門が規定する場合 

なお、重要情報インフラ運営者及び個人情報処理数が一定数に達した個人情報処理者は、原則的

に個人情報を国内に保管しなければならない（40条）。 

中国国民の個人情報権益が侵害された場合、または中国国家安全、公共の利益に危害が与えられ

た場合、海外の個人、組織を個人情報提供禁止リストに登録し、公告の上、制限や禁止措置を採る

ことができる（42条）。外国からの差別的な禁止、制限等の制裁に対する対等の対抗措置（43条）

も規定されている。 

⑥ 個人情報処理における個人の権利 

草案は、個人に対して、知る権利、決定権、制限権、拒絶権（44条）、閲覧複製権（45条）、訂

正補充権（46条）、削除権（47条）、規則の解釈説明を要求する権利（48条）などの権利を規定し

ている。 

⑦ 個人情報処理者の義務 

個人情報処理者が個人情報の安全を保障するために取らなければならない措置は以下となる（50

条）。 

 （ア）内部管理制度及び操作規定の制定 

 （イ）個人情報に対するランク付け、分類管理 

 （ウ）暗号化、非特定化等の安全技術措置 

 （エ）個人情報処理の操作権限を合理的に確定し、定期的に安全教育と訓練を実施する 

 （オ）個人情報セキュリティ事件の緊急計画の策定及び実施 

 （カ）その他法令が定める措置 

個人情報処理数が一定数に達した個人情報処理者は個人情報保護責任者を指定し、個人情報の処

理及び保護措置を監督しなければならない（51条）。 

国外にある個人情報処理者は、国内に専門部署または代表者を設置し、職責部門に報告しなけれ

ばならない（52条）。 

個人情報処理者は、個人情報の処理、保護措置の適法性について定期的に監査を行わなければな

らない。職責部門は個人情報処理者が専門機構に監査を委託することを要求できる（53条）。 

個人情報処理者は、以下の個人情報の処理に関して、事前にリスク評価をしなければならない

（54条）。 

 （ア）センシティブな個人情報の処理 

 （イ）個人情報を利用して自動化された意思決定 

 （ウ）個人情報の委託処理、第三者への提供、個人情報の公開 

 （エ）国外への個人情報の提供 

 （オ）その他個人に対して重大な影響を与える個人情報の処理 

個人情報処理者が個人情報の漏洩を発見した場合、直ちに救済措置を講じ、職責部門及び個人に

通知しなければならない（55条）。 

⑧ 職責部門、罰則 

草案第6章は、個人情報の保護及び監督の職責部門を定めており、各部門の職権範囲を定めている

（56条から61条）。 

本法に違反する場合、違反した個人、組織又は組織の責任者に対し、最大5000万元（日本円約8億

円）または前年度売上高の５％に相当する罰金、没収、警告、是正命令、業務停止や営業許可取り

消しなどの罰則が定められている（62条）。個人情報の処理により個人情報権益が侵害された場

合、個人が被った損失または個人情報処理者が得た利益により損害賠償責任を負う（65条）。ま
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知的財産 

 

 

 

 

 

1. 国家知識産権局の知的財産権統計年表 

国家知識産権局が毎年公表する知的財産権統計年表58における「専利行政執法状況」のデータによれ

ば、2014 年～2018 年にかけて、全国における専利権侵害紛争及び専利権の模倣に対する取締事件の件

数の推移は以下のとおりである59。なお、2019 年版の統計年表では、2018 年までとは異なり、「専利行

政執法状況」が公表項目から除外されており、情報が公開されていない60。  

  

 
58 中国語：知识产权统计年报 
59 調査する限り、日系企業・日本製品の被害額について公開された情報は見当たらなかった。 
60 https://www.cnipa.gov.cn/tjxx/jianbao/year2019/indexy html（2020年12月11日確認） 

（１）2020 年版不公正貿易報告書P.42-43 の「（１）模倣品・海賊版等の不正商品に関する問題」につ

いて、2018 年以降の最新情報を調査ください。具体的には、TRIPS 協定第 41 条第 1 項（効果的な権利

行使実現）の履行状況を評価する視点から、産業財産権登録のための審査期間や、推定被害総額（可能

であれば日系企業・日本製品の被害額）、取締り件数や不正商品の押収額（機関別（税関や警察、市場

管理機関などの別）の件数、金額）の推移（過去 5 年程度）、民事・刑事・行政救済の内容などを調査

ください。 
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1. 関連政府方針 

(1) 2020年国家知的財産権戦略の深化・知的財産権強国建設の加速推進に関する計画72 

国務院知識産権戦略実施工作部が2020年5月13日に公表した同計画では、中国の知的財産に関する

2020年の国家戦略が100項目にわたって規定されている。知的財産権保護法制との関係では主に以下の

3点が重要である。 

① 専利法の改正実施、専利法実施細則の改正推進、専利審査指南の改正等 

② 著作権法改正作業の実施 

③ 専利、商標、営業秘密、不正競争防止等の領域における知的財産権関連民事訴訟及び刑事訴訟の

司法解釈の起案業務の推進 

 

(2) 知的財産権保護の強化に関する意見73 

中共中央弁公庁及び国務院弁公庁が2019年11月24日に公表した同意見では、知的財産権侵害に際し

て、権利者が「立証が困難、期間が長期化する、コストが高い、賠償額が低い」という問題に直面す

ることが多いという状況を改善し、2025年までに知的財産権の保護をより強化するとしている。権利

保護の強化に具体的に言及している事項のうち、主要な内容は以下のとおりである。 

 

① 権利侵害行為に対する罰則の強化 

 専利法、著作権法における速やかな懲罰的損害賠償制度の入 

 法定損害賠償制度の上限額の大幅な引上げ 

 民事司法による保護の強化、懲罰的損害賠償制度の有効な執行 

 違法所得の没収、侵害品の廃棄等の措置についての研究、採用 

 営業秘密、秘密ビジネス情報及びソースコード等に対する有効な保護の強化の検討 

 知的財産侵害の刑事事件における立件基準の引下げ等の検討 

② 必要な証拠のレベルを厳格に規定 

 知的財産権に関する民事、刑事、行政機関の「三合一」審判機構の改革、知的財産案件の上訴

機関の完備、判断基準の統一 

 行政摘発における商標、専利侵害の判断基準の完備 

 司法、行政、仲裁、調停等の異なるプロセスにおける証拠のレベルの規定 

③ 執行の強化 

 知的財産権紛争の調停を行う司法機関の設立 

 ブラックリスト制度の創設 

④ 新業態、新領域の保護制度の完備 

 新業態、新領域の発展に関し、専利、商標、著作権、種苗権及び集積回路レイアウトの設計等

の保護強化の検討 

 

 
72 中国語：2020年深入实施国家知识产权战略加快建设知识产权强国推进计划 
中国国家知識産権局「2020年国家知的財産権戦略の深化・知的財産権強国建設の加速推進に関する計画」 
（https://www.cnipa.gov.cn/art/2020/5/15/art 1412 151078 html）（2020年12月11日確認） 
73 中国語：关于强化知识产权保护的意见 
中国中央人民政府「知識産権保護強化に関する意見」 
（http://www.gov.cn/zhengce/2019-11/24/content 5455070 htm）（2020年12月7日確認） 
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2. 関連法令 

(1) 専利法関連 

ア 専利法 

全国人民代表大会常務委員会の決定により、2020 年 10 月 17 日に改正専利法が公布され、2021 年

6 月 1 日から施行されることとなった74。専利法の改正内容のうち、知的財産権保護との関係で重要

な内容は以下のとおりである。 

① 出願等に係る信義誠実原則の明文化（第20条） 

専利出願又は専利権の行使は、信義誠実の原則に従わなければならず、専利権を濫用して公共の

利益又は他人の合法的な権益を損なってはならないとされた。 

② 過料上限額の引上げ（第68条） 

専利を偽造、冒用した場合の行政罰としての過料の上限が、違法所得の 5 倍以下に引き上げられ

た75。また、違法所得がない場合又は違法所得が 5万元以下である場合、25万元以下の過料に処す

るものとされた76。 

③ 損害賠償額の算定方法変更及び懲罰的損害賠償制度の導入（第71条） 

専利権侵害による損害賠償額について、現行法では実際の損害額に基づいて算定することが原則

とされていたが、改正専利法では実際の損害額又は侵害者が受けた利益の額に基づいて算定する

ことが原則とされた77。 

また、懲罰的損害賠償制度が導入され、故意に専利権を侵害し、情状が重い場合、算定した損害

額の 1 倍以上 5 倍以下で賠償額を算定することができるとされた。 

さらに、損害額、利益の額及びライセンス料の算定がいずれも困難である場合に裁判所が専利権

の性質等に応じて決定することができる賠償額が、現行法では 1万元以上 100万元以下であるのに

対し、改正専利法では 3 万元以上 500 万元以下に引き上げられた。 

さらに、権利者が立証を尽くしており、侵害行為に関する帳簿及び資料を侵害者が保有している

場合、裁判所が侵害者に対して侵害行為に関連する帳簿及び資料の開示を命じることができ、開

示を拒否した場合又は虚偽の帳簿若しくは資料を開示した場合には権利者の主張及び提出した証

拠を参考にして賠償額を判断することができる旨の規定が導入された。 

④ 訴訟時効の延長（第74条） 

現行法では専利権侵害の訴訟時効は 2年とされていたが（現行専利法第 68条）、改正専利法では訴

訟時効が 3 年に延長された。 

 

イ 専利法実施細則修正草案（意見募集稿） 

国家知識産権局は、2020 年 11 月 27 日に、専利法実施細則の修正草案（意見募集稿）を公表し、

パブリックコメントを募集している78。 

 

ウ 専利審査指南修正草案（第二次意見募集稿） 

国家知識産権局は、2020 年 11 月 10 日に、専利審査指南の修正草案（第二次意見募集稿）を公表

し、パブリックコメントを募集している79。 

 

 
74 中国中央人民政府「全人代常務委員会による「中国専利法」の改正に関する決定」 
（http://www.gov.cn/xinwen/2020-10/18/content 5552102 htm）（2021年1月7日確認） 
75 現行専利法では違法所得の4倍以下とされていた（現行専利法第63条）。 
76 現行専利法では違法所得がない場合に20万元以下の過料に処することとされていた（現行専利法第63条）。 
77 原則的算定方法による算定が困難である場合にライセンス料の倍数を参照して合理的に算定する点には変更がない。 
78 国家知識産権局「専利法実施細則修正草案（意見募集稿）の公開及び意見募集に関する通知」 
（https://www.cnipa.gov.cn/art/2020/11/27/art 75 155294.html）（2020年12月12日確認） 
79 国家知識産権局「専利審査指南修正草案（第二次意見募集稿）の公開及び意見募集に関する通知」 
（https://www.cnipa.gov.cn/art/2020/11/10/art 75 154712.html）（2020年12月12日確認） 
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(2) 商標法関連 

ア 商標法 

全国人民代表大会常務委員会の決定により、2019 年 4 月 23 日に改正商標法が公布され、同年 11

月 1 日に施行された80。改正内容のうち、特に重要な点は以下のとおりである。 

① 悪意による商標登録出願の抑制 

使用を目的としない悪意による商標出願を却下すべきことが定められた（第 4 条第 1 項）。 

また、これに付随して商標代理機関の義務も加重され、代理機関が使用を目的としない悪意によ

る商標出願であることを知り又は知るべきである場合、当該出願を代理してはならないとされた

（第 19条第 3項）。また、使用を目的としない悪意による商標登録出願については、初歩査定公告

の段階で、何人でも異議を申し立てることができ、仮に登録されてしまった場合、商標局が当該

商標の無効を宣告でき、何人も商標審判委員会に当該商標の無効宣告を請求できるものとされた

（第 33 条、第 44 条第 1 項）。 

② 商標権侵害に対する法的責任の強化 

悪意による商標権侵害であり、情状が重い場合の懲罰的損害賠償について、金額が従来の「1 倍以

上 3 倍以下」から「1 倍以上 5 倍以下」に引き上げられた（第 63 条）。 

また、損害額、利益額及びライセンス料が算定できない場合の法定損害賠償額の上限についても、

従来の 300 万元から 500 万元に引き上げられた。 

 

イ 商標侵害判断基準81 

国家知的財産権局は、商標法、標法実施条例及びその他関連法令に基づき、2020 年 6 月 15 日付け

で商標権侵害判断基準を公布、施行した。主な内容は以下のとおりである。 

① 商標的使用の意義（第3条） 

商標権侵害か否かを判断するためには、一般的に商標法上の商標的使用に該当するか否かを判断

する必要がある。商標的使用とは、商標を商品、包装、容器、役務提供場所及び取引文書上に用

い、又は商標を広告宣伝、展覧及びその他の商業活動に用いて、商品又は役務の出所の識別に用

いる行為を指す。 

② 同一商標の意義（第13条） 

登録商標と同一の商標とは、侵害を疑われる商標と他人の登録商標とが完全に同一であるか、同

一ではないものの視覚効果又は音声商標の音感について基本的に差異を感じず、公衆が商標を区

別するのが困難な場合を指す。 

③ 類似商標の意義（第15条） 

登録商標と類似の商標とは、侵害を疑われる商標と他人の登録商標を比較して、文字商標の文字、

音、含意が近似し、図形商標の構図、着色、外形が近似し、文字図形組合せ商標の全体的な配列

組合せ方法及び外形が近似し、立体商標について三次元の形状及び外形が近似し、色彩組合せ商

標の色彩又は組合せが近似し、又は音声商標の音感又は全体的な音楽のイメージが近似する場合

等を指す。 

④ 誤認混同の判断要素（第21条） 

商標法執行関連部門が誤認混同の有無を判断する場合、以下の要素及び各要素間の相互の影響を

総合的に考慮する。 

 商標の近似性 

 商品又はサービスの類似状況 

 
80 国家知識産権局商標局「商標法第4次改正」 
（http://sbj.cnipa.gov.cn/zcfg/sbflfg/201911/t20191122 308740 html）（2020年12月11日確認） 
81 中国語：商标侵权判断标准 
中国国家知識産権局「商標権侵害判断基準」 
（https://www.cnipa.gov.cn/art/2016/6/17/art 2091 150197 html）（2020年12月11日確認） 
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 登録商標の著名性及び知名度 

 商品又はサービスの特徴及び商標の使用方法 

 関連公衆の注意及び認知度 

 その他関連要素 

 

ウ 商標電子申請に関する規定82 

商標申請を国家知識産権局の商標ネットワークサービスシステムにてオンラインで受け付けるこ

とに関して、国家知識産権局から同規定が 2019 年 8 月 27 日に公布され、同年 9 月 1 日から施行され

た。同規定の主な内容は以下のとおりである。  

① 商標電子申請（第3条） 

商標ネットワークサービスシステムを利用することにより、国家知識産権局に対する商標出願を

オンライン（商標電子申請）で行うことができる。また、国家知識産権局からの文書の送達もオ

ンラインで受け取ることができる。 

② ユーザー登録（第4条） 

商標電子申請を行い、商標文書の電子送達を受けるためには、国家知識産権局との間で「商標ネ

ットワークサービスシステムユーザー使用合意」を締結し、商標ネットワークサービスシステム

においてユーザー登録を行う必要がある。  

③ みなし送達（第10条） 

商標文書の電子送達は、発出から 15 日が経過した時に送達されたものとみなされる。 

④ 商標代理機関（第5条） 

商標電子申請は、商標代理機関に委託して行うこともできる。  

⑤ 紙媒体の要否（第9条） 

商標電子申請を行った場合、関連資料を紙媒体で提出することを要しない。但し、必要な場合に

は、紙媒体の資料又は現物の提出を要求されることがある。 

 

(3) 著作権法 

全国人民代表大会常務委員会の決定により、改正著作権法が2020年11月11日に公布され、2021年6月

1日から施行されることとなった83。知的財産権保護との関係で重要な改正内容は以下のとおりであ

る。 

① 行政罰の強化（第53条） 

無断複製等の一定の著作権侵害行為が公共の利益をも侵害する場合について、行政罰が強化され、

停止命令、警告、違法所得の没収、権利侵害複製品及び主要な材料、工具、設備等の没収又は廃

棄処理に加えて、違法売上額が 5万元以上である場合には違法売上額の 1倍以上 5倍以下の過料、

違法経営額がない場合、算定が困難である場合又は 5 万元未満である場合、25 万元以下の過料に

処することができるとされた84。 

② 損害賠償額の算定方法変更及び懲罰的損害賠償制度の導入（第54条） 

著作権侵害による損害賠償額について、現行法では実際の損害額に基づいて算定することが原則

とされていたが、改正著作権法では実際の損害額又は侵害者が受けた利益の額に基づいて算定す

ることが原則とされた。また、損害額及び利益額を算定することが困難である場合、ライセンス

料を参考にして賠償額を決定することができるとされた。 

 
82 中国語：关于商标电子申请的规定 
国家知識産権局商標局「商標電子申請に関する規定の公布に関する公告」 
（http://sbj.cnipa.gov.cn/tzgg/201908/t20190829 306339.html）（2020年12月12日確認） 
83 中国中央人民政府「全人代常務委員会による著作権法改正の決定」 
（http://www.gov.cn/xinwen/2020-11/11/content 5560583 htm）（2020年12月12日確認） 
84 現行法では、罰金額が明示されておらず、侵害品の没収等も情状が重い場合に限定されていた。 
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さらに、懲罰的損害賠償制度が導入され、故意に著作権を侵害し、情状が重い場合、算定した損

害額の 1 倍以上 5 倍以下で賠償額を算定することができるとされた。 

また、損害額、利益の額及びライセンス料の算定がいずれも困難である場合に裁判所が専利権の

性質等に応じて決定することができる賠償額が、現行法では 50 万元以下であるのに対し、改正著

作権法では 500 元以上 500 万元以下に引き上げられた。 

さらに、権利者が立証を尽くしており、侵害行為に関する帳簿及び資料を侵害者が保有している

場合、裁判所が侵害者に対して侵害行為に関連する帳簿及び資料の開示を命じることができ、開

示を拒否した場合又は虚偽の帳簿若しくは資料を開示した場合には権利者の主張及び提出した証

拠を参考にして賠償額を判断することができる旨の規定が導入された。 

 

(4) 反不正当競争法 

全国人民代表大会常務委員会の決定により、改正反不正当競争法が、2019年4月23日に公布、施行さ

れた85。2017年11月4日の改正から約1年半後の改正であり、中国における法改正の一般的な間隔と比べ

て短期間での改正といえる。主な改正点は以下のとおりである。  

① 営業秘密の定義の変更（第9条第4項） 

「ビジネス情報」を「技術情報」と「経営情報」の上位概念と位置づけ、営業秘密の定義におけ

る「技術情報と経営情報」を「技術情報、経営情報等のビジネス情報」という内容に置き換えた。

これにより、本改正後の営業秘密の定義は「公衆に知られていない、商業的価値を有し、且つ権

利者が関連の秘密保持措置を取った技術情報、経営情報等ビジネス情報」となった。  

② 営業秘密を侵害する行為の追加（第9条第1項第1号、第4号） 

電子侵入手段を利用して他人の営業秘密を獲得する行為を営業秘密の侵害行為の 1 つとして定め

た。また、営業秘密侵害行為に対する教唆、誘惑又は協力など間接侵害行為も営業秘密を侵害す

る行為として追加された。 

③ 営業秘密侵害行為の主体の拡大（第9条第2項） 

従来の営業秘密侵害行為の主体は事業者のみとされていたが、本改正で、営業秘密侵害行為の主

体を拡大し、事業者のほか、その他の自然人、法人及び非法人組織も追加された。 

④ 法的責任の強化（第17条第3項） 

懲罰的損害賠償制度が新たに導入され、悪意による営業秘密侵害行為であって情状が重い場合、

損害額又は利益額の 1 倍以上 5 倍以下で損害賠償額を決定することとされた。 

また、損失額及び利益額を算定することが困難な場合の法定損害賠償額の上限額が、300 万元から

500 万元に引き上げられた。 

⑤ 立証責任の分配（第32条） 

従来、「最高人民法院による不正競争民事事件の審理における法律適用に関する若干問題について

の解釈」第 14 条によれば、営業秘密侵害案件の場合、権利者が、その保有する営業秘密が法定要

件を満たしていること、相手方の情報が権利者の保有する営業秘密と同じ、又は実質的に同じで

あること及び相手方が不正な手段を取ったことについて立証しなければならないとされていた。

この点については、権利侵害手段に関する秘密性等もあり、権利者にとってその立証責任の負担

が重かった。 

改正反不正当競争法では、権利者の立証負担が軽減された。具体的には、営業秘密の該当性に関

する立証については、権利者が初歩的な証拠を提供し、主張する営業秘密に対する保護措置を取

ったことを証明し、営業秘密が侵害されたことを合理的に示すことができる場合、相手方は、権

利者が主張する営業秘密が法に定めた営業秘密に該当しないことを証明しなければならないこと

とされた。 

 
85 中国中央人民政府「全人代常務委員会による建築法等8件の法律改正の決定」 
（http://www.gov.cn/xinwen/2019-04/23/content 5385561 htm）（2020年12月12日確認） 
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また、侵害行為該当性の証明については、権利者が、初歩的な証拠を提供し、営業秘密が侵害さ

れたことを合理的に示すことができ、次のいずれか 1 つの証拠を提供すれば、相手方は、自身に

よる営業秘密侵害行為を行っていないことを証明しなければならないこととされた。 

 相手方が営業秘密を獲得するルート又は機会があり、その使用する情報が当該営業秘密と実

質的に同じであることを示すことができるもの 

 相手方により開示、使用されたこと、又は開示、使用されるリスクがあることを示すことが

できるもの 

 営業秘密が相手方に侵害されたことを示すことができるその他の証拠 

 

(5) 知的財産の保護に関するその他の関連法令 

  最高人民法院と最高人民検察院は、知的財産権侵害に係る刑事事件の審理に関して、「知的財産権  

侵害刑事事件の審理に関する具体的応用法律問題に関する若干の解釈（三）」86（2020 年 9 月 13 日公

布、同月 14 日施行）という司法解釈を公表した。主な内容は以下のとおり。 

① 同一商標の認定基準（第1条） 

以下のいずれかに該当する場合、刑法第 213 条に規定する「登録商標と同一の商標」と認定する

ことができる。 

 登録商標の字体、字母の大小又は縦横の配列を改変し、登録商標との間に基本的に差異がない

場合 

 登録商標の文字、字母、数字等の間の距離を改変し、登録商標との間に基本的に差異がない場

合 

 登録商標の色彩を改変し、登録商標の顕著な特徴に影響が出ない場合 

 登録商標の上に商品の通称名、型番等の顕著な特徴に乏しい要素のみを追加し、登録商標の顕

著な特徴に影響が出ない場合 

 その他登録商標との間に基本的な差異がなく、公衆に対して商標の誤認を生じさせる場合 

② 罰金額の判断基準（第10条） 

知的財産権侵害については、犯罪による違法所得額、違法売上高、権利者に与えた損害額、侵害

物品の数量及び社会への危害等の事情を総合的に考慮し、罰金額を判断する。罰金額は一般的に

違法所得額の 1倍以上 5倍以下とする。違法所得額を認定することができない場合、罰金額は一般

的に違法売上高の 50％以上 1 倍以下とする。違法所得額及び違法売上高を認定することができな

い場合、三年以下の懲役、拘役若しくは保護観察又は罰金のみに処するときは一般的に 3 万元以

上 100 万元以下の罰金額とし、3 年以上の有期懲役に処するときは一般的に 15 万元以上 500 万元

以下の罰金額とする。 

  

 
86 中国語：关于办理侵犯知识产权刑事案件具体应用法律若干问题的司法解释（三） 
最高人民検察院「知的財産権侵害刑事事件の審理に関する具体的応用法律問題に関する若干の解釈」 
（https://www.spp.gov.cn/spp/xwfbh/wsfbt/202009/t20200913 479686.shtml#1）（2020年12月11日確認） 
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1. 民法典の制定 

中国では、従来民法に関する法令が複数に分かれて制定されていたが87、これらの法令を統合して若

干の内容変更を行う形で、2020 年 5 月 28 日に民法典が公布され、2021 年 1 月 1 日に施行された88。知

的財産権のライセンスとの関係で重要な点は以下のとおりである。 

① 技術提供者による保証義務（第870条） 

民法第 870 条では、技術譲渡契約の譲渡人又は技術ライセンス契約のライセンサーは、自らが提

供する全ての技術について合法な権利を有しており、当該技術が完全で、瑕疵がなく、有効であ

り、契約の目的を実現することができることを保証しなければならないとされている。 

この規定は技術輸出入管理条例第 25 条と同一であり、民法典施行後は、少なくとも法令上は内国

民待遇が実現されていると評価できる。但し、国外ライセンサーの保証義務を軽減する形で内国

民待遇が実現されたわけではなく、内国民にも適用される保証義務を加重する方法によって内国

民待遇が実現されたにとどまるため、日本企業が中国において技術ライセンスを行う場合に負う

法的保証義務に実質的な影響はないものと考えられる。 

② 改良した技術成果の分配（第875条） 

民法第 875 条では、当事者が互恵の原則に基づいて、契約上で専利の実施、技術的秘密の使用後

に改良した技術成果の分配方法を定めることができ、規定が不存在又は不明確であって、民法第

511 条の規定によってもなお確定することができないときは、一方当事者が改良した技術成果につ

いて他方当事者はこれを享受する権利を有しないとされている。 

この条項は、従来の契約法第 354 条の規定を引き継ぐものである。 

 

2. 技術輸出入管理条例等の修正 

2019 年 3 月 2 日、国務院は「一部行政法規の改正に関する決定89」を公布し、合計 49 個の行政法規

について改正を行った。改正対象の中には「技術輸出入管理条例」も含まれており、同管理条例の第

24 条第 3 項、第 27 条及び第 29 条が削除された。削除された条項は以下のとおりである。 

① 第24条第3項 

技術輸入契約の譲受人が契約の約定に従い譲渡人の提供する技術を使用し、他人の適法な権益を

侵害した場合には、譲渡人が責任を引き受ける。  

② 第27条 

技術輸入契約の有効期間内において、改良技術の成果は、改良した当事者に属する。  

③ 第29条 

技術輸入契約には、次の各号に掲げる制限的条項を含めてはならない。  

 譲受人に対し技術輸入に不可欠でない付帯条件を受け入れるよう要求する。これには、必要

でない技術、原材料、製品、設備又はサービスの購入が含まれる。  

 譲受人に対し特許権の有効期間が満了し、又は特許権が無効であると宣告された技術のため

使用料を支払い、又は関連する義務を引き受けるよう要求する。  

 
87 具体的には、民法総則、民法通則、物権法、担保法、契約法、不法行為法、婚姻法、相続法、養子縁組法である。 
88 全国人民代表大会「民法典」 
（http://www npc.gov.cn/npc/c30834/202006/75ba6483b8344591abd07917e1d25cc8.shtml）（2020年12月12日確認） 
89 中国語：关于修改部分行政法规的决定  
中国中央人民政府「国務院令709号」 
（http://www.gov.cn/zhengce/content/2019-03/18/content 5374723 htm）（2021年1月7日確認）  

（３）2020 年版不公正貿易報告書 P.45-47 の「（３）特許・ノウハウ等のライセンス等への規制」＜措

置の概要＞および＜国際ルール上の問題点＞に記載の中国の措置について、関連する法令（中国契約

法、技術輸出入管理条例、輸出禁止・輸出制限技術リスト）を中心に改正の動きの有無・状況を含めて 
2019 年以降の最新情報を調査ください。 
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 譲受人が譲渡人の提供した技術を改良するのを制限し、又は譲受人が改良した技術を使用す

るのを制限する。  

 譲受人が譲渡人の提供する技術と類似する技術又はそれと競合する技術をその他の源泉から

取得するのを制限する。  

 譲受人が原材料、部品、製品又は設備を購入するルート又は源泉を不合理に制限する。  

 譲受人の製品の生産数量、品目又は販売価格を不合理に制限する。  

 譲受人が輸入される技術を利用して生産する製品の輸出ルートを不合理に制限する。  

  

従来、これらの各条項は強行規定であり、これと異なる合意は無効であると解されていた。これら

の規定が削除されたことにより、①他人の権利侵害に関するライセンサーの責任、②改良技術の成果

の帰属、③制限的条項の内容について、民法典の強行規定に反しない限り当事者間の合意によって決

定することができることとなった90。 

かかる改正により、日本企業が中国において技術ライセンスを行う場合に不可避的に負担する法的

責任が軽減され、契約の内容がより重要性を増すこととなった。日本企業の立場からすると、責任の

分担について中国側にも相応の負担割合を求め、又は自社が責任を負う負担額の上限を、受領したラ

イセンス料の全部又は一部に設定し、残額は中国企業が負担すること等を目標として交渉を行うこと

が考えられる。改良技術の帰属に関する取り決めについてはライセンス契約の時点で明確かつ具体的

に規定することは必ずしも容易ではないが、合意内容次第では自社が権利を確保できることを念頭に

交渉を行うことが望ましい。制限的条項については、技術輸出入管理条例第 29 条が削除されたとして

も著しく不合理な内容である場合には他の強行法規等により無効と解されるリスクがあることから、

契約書に規定する場合にはその合理性について一応の検討が必要である点に留意すべきである。 

  なお、ライセンサーによる提供技術の完全性等の保証義務（本条例第 25 条91）は維持されている  

が、「1．民法典の制定」のとおり、中国国内法である民法典において同様の規定が設けられたことか

ら、かかる保証義務は技術ライセンス契約一般においてライセンサーに課せられた義務という位置付

けとなり、内国民待遇という観点での問題は解消された。 

 
  

 
90 ①については民法第874条、②については民法第875条において、それぞれ当事者の合意が優先されることが明記されて

いる。 
91 技術輸入契約の技術提供者は、その供与する技術が完全で、瑕疵がなく、有効であり、契約に定めた目標を達成できる

ことを保証しなければならないとされている。 
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２．米国  

内国民待遇  

 

 

2016年の記載から変化がなく、商業貨物（commercial cargo）に対する0.125%の従価税を賦課する

制度が継続している92。 

 

 
2017年9月にハリケーン「ハーヴェイ」、「イルマ」及び「マリア」が発生した後、トランプ大統

領（当時）は、石油等の緊急輸送に関してジョーンズ法の適用除外を承認した93。 

2018年12月、米国自治領プエルトリコは、米国の港からプエルトリコへの液化天然ガス（LNG）

の輸送に関し、ジョーンズ法の適用除外を申請した94。2019年5月、トランプ大統領（当時）は、米

国の港からプエルトリコ及び米国北東部へのLNGの輸送に関し、ジョーンズ法の適用除外を検討し

た。その背景として、LNGの大量輸送を行う米国船が存在しなかったという事情がある。しかし、

トランプ大統領（当時）は、共和党議員及び利益団体の反発を受けて、結局適用除外を断念した95。

また、エネルギー需要の低迷を受け、エネルギー産業界は米国連邦政府に対してジョーンズ法の適

用除外を求めたが、認められなかった96。 

 

  

 
92 Office of the Federal Register “Electronic Code of Federal Regulations”（https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-
idx?node=se19.1.24 124&rgn=div8）（2021年1月20日確認） 
93 Congressional Research Service “Shipping Under the Jones Act: Legislative and Regulatory Background”
（https://crsreports.congress.gov/product/pdf/R/R45725）及びCongressional Research Service “Federal Freight Policy: In Brief”
（https://crsreports.congress.gov/product/pdf/R/R44367） 
94 U.S. Energy Information Administration “Puerto Rico’s LNG imports returned to pre-Hurricane Maria levels in late 2018”
（https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?id=38972）（2021年1月20日確認） 
95 WorkBoat “Made in the USA: The Jones Act”（https://www.workboat.com/news/government/trump-biden-support-the-jones-act/）
（2021年1月20日確認） 
96 Bloomberg “Trump’s Misguided U-Turn on the Jones Act”（https://www.bloombergquint.com/business/trump-s-misguided-u-turn-
on-the-jones-act）（2021年1月20日確認） 

（２）ジョーンズ法につき、２０１９年版不公正貿易報告書 P.51における状況について最新情報を調査

ください。 

（１）港湾維持税につき、２０１６年版不公正貿易報告書 P.111記載の状況以降について、最新情報を

調査ください。 
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知的財産 

（１）2020 年版不公正貿易報告書 P.65「（１）商標制度（オムニバス法第 211 条）」について、2019 年以

降の最新情報を調査ください。  

 1998 年オムニバス法第 211 条を WTO のルールに適合させる方法については、2 つの考え方の対立が存

在する97。 

1 つの考え方は、同条を改正し、キューバ政府に接収された資産に関連する商標について権利を主張す

る全ての人々について、国籍と関係なく適用されるようにすることで、キューバ国民のみに適用される

同条の問題点を解消するものである。 

 もう一つの考え方は、同条を削除するものである。 

 第 116 回合衆国議会（2019 年 1 月 3 日から 2021 年 1 月 3 日まで）において、前者の考え方に基づく法

案として No Stolen Trademarks Honored in America Act9899、後者の考え方に基づく法案として United States-

Cuba Relations Normalization Act100が提出されているが、いずれの法案も成立には至っていない。 

 

（２）2020 年版不公正貿易報告書 P.65-66 の「（２）著作権制度」について、2017 年以降の最新情報を調

査ください。具体的には、ビデオゲーム貸与権と著作権例外について、TRIPS 協定違反が疑われる点に

おける進捗を確認ください。 

 ビデオゲームのプログラムを貸与権付与の対象から除外する米国著作権法第 109 条(b)(1)(B)(ii)と、ロイ

ヤルティを支払うことなく公共の場所（バー、店舗、レストラン等）でラジオやテレビの音楽を流すこ

とを一定の条件下で認めている同法第 110 条(5)(B)については、現行法でも残存しており、改正は行われ

ていない101。また、第 116 回合衆国議会に提出された法案にも、これらの規定の改正に関するものは見

当たらない102。 

なお、同法第 110 条第 5 項については、米国は、DSU 第 21 条第 6 項に基づき、「合衆国政府は、合衆

国議会と協力するとともに、EU との間で、本件について相互に満足できる結論に達することができるよ

うに協議を続ける。」という内容を含む報告書を、1～2 か月に一度のペースで WTO に提出し続けている
103。 

  

 
97 Congressional Research Service “Cuba: U.S. Policy in the 115th Congress”（https://fas.org/sgp/crs/row/R44822.pdf）58頁 
98 CONGRESS.GOV “S.756 - No Stolen Trademarks Honored in America Act”（https://www.congress.gov/bill/116th-congress/senate-
bill/756?q=%7B%22search%22%3A%5B%22No+Stolen+Trademarks+Honored+in+America+Act%22%5D%7D&s=5&r=1）（2020
年12月14日確認） 
99 CONGRESS.GOV “H.R.1683 - No Stolen Trademarks Honored in America Act”（https://www.congress.gov/bill/116th-
congress/house-
bill/1683?q=%7B%22search%22%3A%5B%22No+Stolen+Trademarks+Honored+in+America+Act%22%5D%7D&s=5&r=2）（2020
年12月14日確認） 
100 CONGRESS.GOV “H.R.2404 - United States-Cuba Relations Normalization Act”（https://www.congress.gov/bill/116th-
congress/house-bill/2404?q=%7B%22search%22%3A%5B%22cuba+trademark%22%5D%7D&s=1&r=3）（2020年12月14日確認） 
101 U.S. Copyright Office “Copyright Law of the United States”（https://www.copyright.gov/title17/）（2020年12月14日確認） 
102 U.S. Copyright Office “Legislative Developments”（https://www.copyright.gov/legislation/）（2020年12月14日確認） 
103 WTO 「WT/DS160/24に関する提出文書の検索結果一覧」

（https://docs.wto.org/dol2fe/Pages/FE Search/FE S S006.aspx?Query=(@Symbol=%20wt/ds160/*)&Language=ENGLISH&Context
=FomerScriptedSearch&languageUIChanged=true）（2020年12月14日確認） 
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関 税 

 

2019年の非農産品単純平均譲許税率は3.2％で、2018年から変更はない。非農産品について、2019年の

譲許率は100％、平均実行関税率は3.1％で、2018年から変更はない104。 

不公正貿易報告書記載の非農産品に関する譲許税率は、履物（最高48％を維持）、ガラス製品（最高

38％を維持）、アパレル製品（最高32％を維持）、ほうき・ブラシ類（最高32％を維持）、陶磁器（最

高28％を維持）、毛織物（最高25％を維持）、トラック（最高25％を維持）、鞄類（最高20％）、皮革

製品（最高20％を維持）、綿織物（最高16.5％を維持）、チタン（最高15％を維持）となっている105。 

「最近の動き」について、ITA拡大交渉及び日米貿易協定のいずれも変更はない106。 

 

 
2020年3月10日、USTRは、スーパー301条に基づき2019年9月1日から課税されていた追加関税（2019年

9月1日から2020年2月13日までは15%、2020年2月14日からは7.5%）につき、その対象から一部製品（8品

目）を一時的に除外すると公表した。なお、上記措置は、2019年9月1日に遡って発効した107。 

上記措置の根拠法はスーパー301条である。上記措置の実施期間は、2019年9月1日から2020年9月1日ま

でであったが、2020年12月31日まで延長され、さらに2021年3月31日まで再延長された108。上記措置の対

象品目には、医療用衣類、紙製病院用ベッドシート、医療用ゴム手袋、外科用被布等、医療関連の品目

が多く含まれている。USTRは上記措置の目的を説明していないが、医療関連の品目を多く含んでいるこ

とから、COVID-19の感染拡大防止が目的と考えられる。 

 

 
ITCにおいて2020年の改定項目に時計の関税算定方法は含まれておらず、時計の算定方法は、従前

どおり、部品ごとに関税額を計算して合算する方法である109。よって、昨年から変化はない。 

 
104 WTO “Tariff Profiles 2019”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles19 e.pdf）及びWTO “Tariff Profiles 
2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf） 
105 WTO “Tariff Download Facility”（http://tariffdata.wto.org/default.aspx）（2021年1月20日確認） 
106 USTR “2020 Trade Policy Agenda and 2019 Annual Report”
（https://ustr.gov/sites/default/files/2020 Trade Policy Agenda and 2019 Annual Report.pdf）及びUSTR “U.S.-Japan Trade 
Agreement Negotiations”（https://ustr.gov/countries-regions/japan-korea-apec/japan/us-japan-trade-agreement-negotiations）（2021
年1月20日確認） 
107 USTR “ Notice of product exclusions: China's acts, policies, and practices related to technology transfer, intellectual property, and 
innovation”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-03-10/pdf/2020-05000.pdf） 
108 USTR “Notice of Product Exclusion Extensions: China's Acts, Policies, and Practices Related to Technology Transfer, Intellectual Pr
operty, and Innovation”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-09-02/pdf/2020-19419.pdf）及びUSTR “Notice of Product E
xclusion Extensions and Additional Modifications: China’s Acts, Policies, and Practices Related to Technology Transfer, Intellectual Pr
operty, and Innovation”（https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/COVID Extensions December 2020.pdf） 
109 ITC “Harmonized Tariff Schedule (2020 Revision 3)”（https://hts.usitc.gov/view/release?release=2020HTSARev3）乃至ITC 
“Harmonized Tariff Schedule (2021 Preliminary Revision 2)”（https://hts.usitc.gov/view/release?release=2021HTSAPrelimRev2） 

（１）2020年度版不公正貿易報告書 P.51「(1)高関税品目」に記載のある「措置の概要」、「懸念点」に

記載のある関税率や、「最近の動き」につき変更があれば報告ください。変更がない場合もその旨を報

告ください。また、他に高関税の品目があれば、その品目名及び実行関税率、譲許税率を報告くださ

い。 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019年12月1日以降）、その対策として実行関税率の変更措

置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止のため

の措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期間、根拠

法も報告ください。 

（３）2020年度版不公正貿易報告書 P.52「(2)時計の関税算定方法」について、最近の動きについて何

らかの変化があるかどうか調査・報告ください。 
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サービス貿易 

 
2020年5月21日、財務省は、2020年2月13日に施行されたFIRRMAの一部条項に対する改正案を公表し

た。従前、FIRRMAに基づくCFIUSへの事前申告（notification）義務の対象は、特定27産業分野における

重要技術（critical technologies）に関する一定の投資に限られていた。上記改正案は、「特定27産業分野

における」という限定を削除し、CFIUSへの事前申告義務について、当該重要技術を当該投資者へ輸出し

たならば、米国政府の許可が必要になるであろう場合は、原則として事前申告義務が生じると変更する

ものである110。なお、「重要技術（critical technologies）」の意義自体に変更はない。 

2020年9月15日、財務省は、CFIUSへの事前申告義務の要件について、北米産業分類システム

（NAICS）コードに基づく要件を米国輸出管理規則（EAR）に基づく要件に変更した最終規則を公表し

た。この最終規則は2020年10月15日に施行されたが、2020年5月21日公表の上記改正案を若干修正したも

のの、概ね上記改正案に沿った内容となっている111。 

なお、最近では、確認できた公表事例としては、2019年、株式会社東芝が、米国でLNG事業を行う連

結子会社の全株式を中国企業に譲渡しようとしたところ、株式譲渡予定日までにCFIUSの承認が得られな

かったことなどを理由に、当該株式譲渡を中止した112。また、2018年、株式会社LIXILグループは、北米

でカーテンウォール事業を行う連結子会社の全株式を中国企業に譲渡しようとしたところ、CFIUSから当

該株式譲渡を承認しない旨の通知を受けたため、当該株式譲渡を中止した113。 

また、外国企業の公表事例として、2018年、シンガポール企業Broadcom Ltd.が、通信機器等の開発を

行う米国企業Qualcomm Inc.の株式公開買付を実施しようとしたところ、トランプ大統領は、CFIUSの勧

告に基づき、当該株式公開買付を禁止する旨の大統領令を発令した114。また、2019年、中国企業Beijing 

Kunlun Companyが、ソーシャルアプリを運営する米国企業Grindr LLCを買収した後、CFIUSから当該米国

企業の売却を要求されたため、これに従い当該米国企業を売却した115。さらに、2020年、中国企業Beijing 

Shiji Information Technology Co., Ltd.及びその完全子会社である香港企業Shiji (Hong Kong) Ltd.が、ホテル

向けクラウドサービスを提供する米国企業StayNTouch, Inc.の株式等を取得したところ、トランプ大統領

は、CFIUSの勧告に基づき、さらなる株式等の取得を禁止し、既に取得した株式等の売却を要求する大統

領令を発令した116。 

 
 
 

 
110 財務省 “Provisions Pertaining to Certain Investments in the United States by Foreign Persons”
（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-05-21/pdf/2020-10034.pdf） 
111 財務省 “Provisions Pertaining to Certain Investments in the United States by Foreign Persons”
（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-09-15/pdf/2020-18454.pdf） 
112 株式会社東芝「2019年3月期決算短信〔米国基準〕（連結）」 
113 株式会社LIXILグループ「アニュアルレポート2019」 
114 White House “Presidential Order Regarding the Proposed Takeover of Qualcomm Incorporated by Broadcom Limited”
（https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/presidential-order-regarding-proposed-takeover-qualcomm-incorporated-broadcom-
limited/） 
115 Congressional Research Service “The Committee on Foreign Investment in the United States (CFIUS)”
（https://fas.org/sgp/crs/natsec/RL33388.pdf） 
116 White House “Order Regarding the Acquisition of Stayntouch, Inc. by Beijing Shiji Information Technology Co., Ltd.”
（https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/order-regarding-acquisition-stayntouch-inc-beijing-shiji-information-technology-co-
ltd/） 

（１）【 外国投資リスク審査現代化法 （FIRRMA）（2019年国防権限法）、エクソン・フロリオ条

項】ＣＦＩＵＳの審査等の実施状況のアップデート、および最近１年の動き（法令改正関連の動き含

む）を調査ください。 
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2. 連邦法 

米国には、欧州一般データ保護規則（GDPR）第44条のような、個人データの越境移転を一般的に規

制する法律は存在しない。また、後述するCCPAのような包括的な個人データ保護法を連邦レベルでも

導入すべきであるという議論は存在するものの、具体的な導入の見通しは立っていない。そのような

状況ではあるものの、連邦政府は、連邦取引委員会法の活用により、個人データの保護を図る取り組

みを行っている。 

連邦取引委員会法は、連邦取引委員会の設立とその権限を定めた法律である。連邦取引委員会法に

は、プライバシー保護に直接言及する規定は存在しないが、同法は連邦取引員会に対して商業活動に

関して行われる「欺瞞的な行為又は慣行」（Deceptive acts or practices）を規制する権限を与えており
119、連邦取引員会は当該権限を個人データ保護に関する規制を行うために活用している。具体的に

は、連邦取引員会は、企業がプライバシーポリシー等で通知・公表している内容と、当該企業による

実際の個人データの取扱いが異なる場合には、「欺瞞的な行為又は慣行」があったものとして、取り

締まりを行っている。連邦取引委員会法自体は、個人データの流通に関する事項を通知・公表するこ

とを直接義務付けてはいないが、後述するCCPA等の他の法律で個人データの販売・提供等についての

通知・公表が義務付けられている場合があり、かかる義務に基づいた通知・公表の内容が事実と異な

る場合には、連邦取引委員会法の下でも取り締まりの対象となり得る。 

連邦取引委員会は、違反があると信じる理由がある場合には、対象企業に対して訴状を送付し、排

除措置命令の手続に入る120。もっとも、多くの場合には、対象企業と連邦取引員会が和解を行い、連

邦取引委員会が対象企業に対して、かかる和解と同一内容の命令（同意命令）を出す形で決着する。 

日本企業に関係する具体的な事例としては、例えば、2020年に、米欧間のプライバシー・シールド

の枠組みに準拠している旨を公表していたにもかかわらず、実際にはこれに準拠していなかったとし

て、日本の通信事業者の子会社で、米国でデータセンターを運営する企業に対して、同意命令が出さ

れている121。 

 

3. カリフォルニア州法 

(1) 概要 

米国においては、複数の州が個人データ保護に関する法律を制定しているが、カリフォルニア州 

は個人データ保護の分野において米国において最も先進的な州であると言われることが多く、実際

に、米国初の包括的な個人データ保護法と言われるカリフォルニア州消費者プライバシー法

（CCPA）を制定している。以下では、このCCPAと、2020年12月に成立したばかりのカリフォルニ

ア州プライバシー権法（CPRA）について説明する。 

 

(2) カリフォルニア州消費者プライバシー法（CCPA）122 

  CCPAは、2018年6月に制定され、2020年1月に施行された米国初の包括的な個人データ保護法で  

あり、既存の連邦法・州法に無かった「消費者」123の権利を新たに規定している。個人データの流

通に関しては、特に以下のルールが重要である。 

 

 
119 合衆国法典第15編第45条第(a)項 
120 合衆国法典第15編第45条第(b)項 
121 連邦取引委員会のプレスリリース “Data Center Company Settles FTC Privacy Shield Case”（https://www.ftc.gov/news-
events/press-releases/2020/06/data-center-company-settles-ftc-privacy-shield-case） 
122 CCPAは、カリフォルニア州民法典の1798.100条以下の各条項に規定されている。当該各条項は、2020年12月のCPRAの

成立によって改正されているが、後述のとおり、かかる改正の大部分は2023年に施行される予定である。本項目において

カリフォルニア州民法典の条文を引用している場合は、当該改正前の条文を引用するものである。 
123 CCPAが適用されるのは、「消費者」（Consumer）の個人情報についてであるが、この「消費者」はカリフォルニア居

住者を意味するものとして定義されており、日常用語における「消費者」とは意味が全く異なる点に留意を要する（カリ

フォルニア州民法典1798.140条第(g)項）。 
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① 販売停止請求権等 

  CCPAにおいては、以下のとおり、個人情報の「販売」が規制されている。個人情報の「販売」  

とは、金銭その他の経済対価を得て行われる個人情報の提供のことであるが124、その外延は必ずし

も明確ではない。但し、一定の要件を満たすサービス提供者への個人情報の提供については、「販

売」に該当しないことが明確に規定されている125。 

 

 【販売停止請求権（オプトアウト権）】 

消費者の個人情報を販売している事業者は、当該消費者から請求（以下「販売停止請求」という。）

があった場合には、かかる販売を中止しなければならない126。事業者は、消費者に対して、2 つ以上

の販売停止請求の手段を提供しなければならず、そのうち一つは、事業者のウェブサイト又はモバ

イル・アプリケーションに設置された “Do Not Sell My Personal Information” という表記があるリンク

（以下「販売停止請求リンク」という。）からアクセスできる、双方向型の手段でなければならない
127。 

 

 【16 歳未満の消費者に係る個人情報の販売禁止】 

事業者は、16 歳未満の消費者の個人情報については、それぞれ、（ⅰ）13 歳以上 16 歳未満の消費者に

ついては消費者本人の積極的承諾（affirmative authorization）が、（ⅱ）13 歳未満の消費者について

は保護者の積極的承諾が、得られない限り販売してはならない128。 

 

② 個人情報の販売等に関する情報提供 

CCPAは、個人情報の販売及び開示に関して、事業者に対し、以下のとおり消費者に情報提供を行 

うことを求めている。前述のとおり、プライバシーポリシー等における通知・公表の内容と実際の

個人データの取扱いが異なる場合には、連邦取引委員会法上の「欺瞞的な行為又は慣行」として取

り締まりの対象となることから、事業者は自らが行った通知・公表の内容に縛られることとなる。 

 

 【収集時の通知】 

個人情報を販売する事業者は、個人情報の収集時までに、販売停止請求リンク（オフラインで通知

を行う場合には、販売停止請求ができるウェブページの場所）を消費者に通知しなければならない
129。 

 
 【プライバシーポリシーにおける公表】 

事業者は、そのプライバシーポリシーにおいて、個人情報を販売しているか否かを公表しなければ

ならず、販売停止請求権に関する説明を行わなければならない。また、事業者は、過去 12 か月間に

おいて行った個人情報の開示又は販売について、対象となった個人情報のカテゴリ及び販売・開示

先となった第三者のカテゴリを、プライバシーポリシーで公表しなければならない130。 

 

 【開示請求】 

事業者は、消費者から求められた場合には、個人情報の販売先・開示先のカテゴリや、販売・開示

された個人情報のカテゴリ等を開示しなければならない131。 

 

 
124 カリフォルニア州民法典1798.140条第(t)項(1) 
125 カリフォルニア州民法典1798.140条第(t)項(2)(C)、第(v)項 
126 カリフォルニア州民法典第1798.120条第(a)項、第(d)項 
127 カリフォルニア州民法典規則第999.315条第(a)項 
128 カリフォルニア州民法典第1798.120条第(c)項、第(d)項 
129 カリフォルニア州民法典第1798.120条第(b)項、同法規則第999.305条第(b)項第(3)号 
130 カリフォルニア州民法典第1798.115条第(c)項、第1798.130条第(a)項第(5)号、同法規則第999.308条第(c)項第(1)号 
131 カリフォルニア州民法典第1798.110条第(a)項第(b)号、同法規則第999.301条第(r)項、第999.313条第(c)項第(10)号 
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確認した。その上で、同判決は、EU域内から米国に越境移転された個人データへ米国当局が安全保

障目的でアクセスすることを可能とする米国法上の枠組みは、米国当局による個人データの監視に

何らの制限が課せられておらず、米国当局を相手取った訴えの提起が認められていない点等におい

て、個人データの保護水準がGDPR上求められている水準と実質的に同等の水準を満たしていないと

判示し、プライバシー・シールドは無効であると判断した。 

 

(2) プライバシー・シールド無効判決の影響 

① 欧州委員会による標準契約条項（SCC）の改定案発表 

個人データのEU域内からの越境移転をGDPRに基づき適法に行うための手段の1つとして、提供先

との間でSCCを締結する方法がある。プライバシー・シールド無効判決においては、欧州委員会が公

表しているSCCは引き続き有効であると判断されたため、同判決以降のEU域内から米国への個人デ

ータの越境移転については、SCCを利用することにより適法に行うことが可能である140。 

しかしながら、プライバシー・シールド無効判決においては、SCCを利用して適法に個人データを

越境移転させるためには、移転先である第三国の法律に基づく保護及びSCCに基づく保護措置が

GDPR上の保護と同等の水準か否かを事案ごとに確認し、検証の結果、十分でないとの結論にいたっ

た場合には、GDPR上の保護水準を満たす実効的な追加措置を講じなければならないとされた。同判

決においては、米国当局の監視権限を認める米国法の問題点が指摘されているため、EU域内から米

国に対してSCCを用いて個人データを移転しようとする場合には、この指摘を踏まえて、GDPR上の

保護水準をどのように満たすかを検討する必要がある。この点に関しては、米国政府が、EU域内か

ら米国への個人データの越境移転を行おうとしている事業者向けに、米国法等に関する情報提供を

行うことを目的として、ホワイトペーパーを公表している141。また、同判決を踏まえ、欧州委員会

により、EU域内から第三国へ個人データの域外移転を行おうとしている事業者による当該第三国の

個人データ保護水準の検証方法やGDPR上の保護水準を満たすための追加措置の具体例等についての

ガイドラインが公表された142。 

 

② プライバシー・シールド無効判決の拘束的企業準則（BCRs）への適用 

個人データのEU域内からの越境移転をGDPRに基づき適法に行うための手段の1つとして、拘束的

企業準則（BCRs）143を定める方法がある。プライバシー・シールド無効判決の考え方はBCRsにも適

用される144。したがって、BCRsに基づく個人データ移転が可能かどうかは、移転先である第三国の

法律に基づく保護及びBCRsに含まれる保護措置がGDPR上の保護と同等の水準か否かによって判断

されることになり、検証の結果、十分でないとの結論にいたった場合には、GDPR上の保護水準を満

たす実効的な追加措置を講じる必要がある。 

 

 
140 欧州委員会は、プライバシー・シールド無効判決後の2020年11月、GDPRの施行以来検討されていたSCCの改定案及び

決定書のドラフトを策定・公表した（https://ec.europa.eu/info/law/better-regulation/have-your-say/initiatives/12741-Commission-
Implementing-Decision-on-standard-contractual-clauses-for-the-transfer-of-personal-data-to-third-countries）。SCCの改定案は、EU
加盟国の承認後に欧州委員会により採択され、正式な決定書が公表されることとなる。 
141 米国商務省 “Information on U.S. Privacy Safeguards Relevant to SCCs and Other EU Legal Bases for EU-U.S. Data Transfers after 
Schrems II”（https://www.privacyshield.gov/servlet/servlet.FileDownload?file=015t0000000kyhX） 
142 欧州委員会 “Recommendations 01/2020 on measures that supplement transfer tools to ensure compliance with the EU level of 
protection of personal data, Adopted on 10 November 2020”
（https://edpb.europa.eu/sites/edpb/files/consultation/edpb recommendations 202001 supplementarymeasurestransferstools en.pdf） 
143 EU内の企業が同一企業内で個人データを越境移転する際に、当該移転を適法ならしめるために遵守されるべき当該企業

内部における個人データ保護方針のことをいう（GDPR第4条第20号）。 
144 欧州委員会 “Frequently Asked Questions on the judgment of the Court of Justice of the European Union in Case C-311/18 - Data Pr
otection Commissioner v Facebook Ireland Ltd and Maximillian Schrems, Adopted on 23 July 2020, 6)及び9) ”（https://edpb.europa.e
u/sites/edpb/files/files/file1/20200724 edpb faqoncjeuc31118.pdf） 
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2020年4月にUSTRより公表された「2020年スペシャル301条報告書」において、301条リストに入って

いる国は36か国であった。その内「優先監視国」からはクウェートが監視国に引き下げられる形で除外

され、10か国となっている（アルジェリア、アルゼンチン、チリ、中国、インド、インドネシア、ロシ

ア、サウジアラビア、ウクライナ、ベネズエラ）。 

また、監視国には、優先監視国から引き下げられたクウェートのほか、新たにトリニダード・トバゴ

が追加され、コスタリカ、ジャマイカ、ギリシャ及びスイスは削除された。これにより、監視国には 23

か国（バルバドス、ボリビア、ブラジル、カナダ、コロンビア、ドミニカ共和国、エクアドル、エジプ

ト、グアテマラ、クウェート、レバノン、メキシコ、パキスタン、パラグアイ、ペルー、ルーマニア、

タイ、トリニダード・トバゴ、トルコ、トルクメニスタン、アラブ首長国連連邦、ウズベキスタン、ベ

トナム）が指定された。なお、引き続き中国が306条監視国に指定されている（1か国のみ）152。 

 

 
1. ECRA 

ECRAにおいて、エマージング技術及び基盤的技術は、米国の国家安全保障上重要な技術と規定され

るのみで、明確な定義が存在しない。エマージング技術及び基盤的技術の意義を明確化する規則が施

行される予定であるものの、現時点でこれに関する規制（案）は公表されていない。 

2020年8月27日から2020年11月9日まで、産業安全保障局（BIS）は、ECRAに基づき、エマージング

技術及び基盤的技術に関するパブリックコメントを募集した153。 

また、BISは、2020年10月5日、ワッセナー・アレンジメント（Wassenaar Arrangement）の2019年12月

本会議において合意されたエマージング技術につき、その輸出管理を履行するため、EAR及び規制品

目リスト（Commerce Control List）を改定する最終規則を施行した154。 

 
2. EAR 

(1) Huawei関連の規制 

BISは、2020年5月15日及び2020年8月17日にEARを改正した155。これらの改正により、Huawei及び

その関連企業にのみ適用される特殊な輸出制限が追加された。 

 

（https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/Vietnam Currency Initiation Notice October 2020.pdf） 
152 USTR “2020 Special 301 Report”（https://ustr.gov/sites/default/files/2020 Special 301 Report.pdf） 
153 DOC “Identification and Review of Controls for Certain Foundational Technologies”
（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/federal-register-notices/federal-register-2020/2598-foundational-
technologies-anprm-ah80-pub-82720-2020-18910/file）及びDOC “Identification and Review of Controls for Certain Foundational 
Technologies; Correction”（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/federal-register-notices/federal-register-
2020/2650-85-fr-64078/file） 
154 DOC “Implementation of Certain New Controls on Emerging Technologies Agreed at Wassenaar Arrangement 2019 Plenary”
（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/federal-register-notices/federal-register-2020/2632-85-fr-
62583/file） 
155 DOC “Commerce Addresses Huawei’s Efforts to Undermine Entity List, Restricts Products Designed and Produced with U.S. 
Technologies”（https://www.commerce.gov/news/press-releases/2020/05/commerce-addresses-huaweis-efforts-undermine-entity-list-
restricts）及びDOC ”Commerce Department Further Restricts Huawei Access to U.S. Technology and Adds Another 38 Affiliates to 
the Entity List”（https://www.commerce.gov/news/press-releases/2020/08/commerce-department-further-restricts-huawei-access-us-
technology-and）（2021年1月20日確認） 

（２）2020 年度版のスペシャル「３０１条報告書」において、｢優先監視国」、「監視国」、または

「３０６条監視国」に指定した国の数を教示ください。なお、去年から追加・削除等あれば、国名を

明示下さい。 

（３）再輸出管理制度につき、２０１６年版不公正貿易報告書Ｐ．１５６－１５７記載の状況以降に

ついて、最新情報を調査ください。また、輸出管理改革法（ECRA）（2019年国防権限法）、輸出管

理規則（EAR）、エンティティ・リスト、輸出管理に関する運用・個別措置について、最新情報を調

査ください。 
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2020年5月15日の改正により、①一定の米国原産の技術又はソフトウェアを用いて米国外で製造さ

れた直接製品が、②Huawei又はその関連企業によって製造又は設計されている場合、Huawei等に輸

出、再輸出又は国内移転するときは、（当該事実を知り又は知りうるときは）事前にBISの許可が必

要となった。 

さらに、2020年8月17日の改正により、①一定の米国原産の技術若しくはソフトウェアを用いて米

国外で製造された直接製品又はそのような直接製品である米国外の工場、施設、設備等により生産

された製品が、②Huawei又はその関連企業が、(i)生産、購入若しくは注文する部品又は装置の開発

若しくは製造に使用される場合、又は(ii)購入者、中間荷受人、最終荷受人、若しくはエンドユーザ

ー等となる場合、Huawei等に輸出、再輸出又は国内移転するときは、事前にBISの許可が必要となっ

た。なお、Huawei等への輸出について、BISに許可申請した場合、BISは原則として許可しない方針

で審査すると述べている156。 

 

(2) 軍事エンドユース及び軍事エンドユーザー規制の拡大 

BISは、2020年4月28日、軍事エンドユース及び軍事エンドユーザー規制を拡大する改正EARを発

表し、同年6月29日に施行した157。主な変更点は、以下の5つである。 

第1に、軍事エンドユーザー規制の対象として、従前のロシア及びベネズエラに加え、中国が追加

された。その結果、中国に対する輸出、再輸出及び国内移転については、その時点で、中国の軍事

エンドユーザー（陸海空軍、沿岸警備隊、警察、政府諜報機関、及び偵察組織などが含まれる。）

が最終需要者であることを知り又は知りうる場合は、たとえ民生用途であっても、BISの許可が必要

となった。 

第2に、軍事エンドユース規制における「エンドユース」（最終用途）について、従来は、直接用

途（兵器その他の防衛物資の部品等）及び間接用途（兵器の設計、開発、試験、修理及び保守）と

いう区分が存在したが、より広い範囲を含めるため、防衛物資の稼働、設置、保守、修理、オーバ

ーホール及び分解修理のいずれかを用途とすれば足りることとなった。 

第3に、中国、ロシア及びベネズエラに対する輸出、再輸出及び国内移転が軍事エンドユース規制

又は軍事エンドユーザー規制に該当する場合、原則として輸出許可申請は拒絶されることとなった

（15CFR§744.21(e)）。 

第4に、中国、ロシア及びベネズエラに輸出される一定品目につき、地域の安定を理由とした新た

な規制が導入された。 

第5に、中国、ロシア及びベネズエラに対する輸出について、電子輸出申告書の提出を要する範囲

を拡大した。従前は貨物価額が2,500米ドル未満であれば原則として電子輸出申告書の提出が免除さ

れていたが、中国、ロシア及びベネズエラに対する輸出については、貨物価額にかかわらず、原則

として電子輸出申告書の提出を要することとなった。 

 

(3) 武器禁輸国に関する許可例外の厳格化 

BISは、2020年4月28日、武器禁輸国に関する許可例外に関して改正EAR及びEAR改正案を発表し

た。具体的な変更点は、以下の2つである。 

第1に、武器禁輸国に対して、安全保障上の輸出規制対象のうち比較的機微度が低い品目を輸出、

再輸出又は国内移転する場合に、エンドユーザー及びエンドユース双方が民生のときはBISの許可を

 
156 DOC “Huawei Entity List Frequently Asked Questions (FAQs)”（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/pdfs/2447-huawei-
entity-listing-faqs/file）（2021年1月20日確認） 
157 DOC “Expansion of Export, Reexport, and Transfer (in-Country) Controls for Military End Use or Military End Users in the 
People’s Republic of China, Russia, or Venezuela”（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/federal-register-
notices/federal-register-2020/2545-85-fr-23459/file）及びDOC “Expansion of Export, Reexport, and Transfer (In-Country) Controls 
for Military End Use or Military End Users in the People’s Republic of China, Russia, or Venezuela; Correction”
（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/federal-register-notices/federal-register-2020/2556-85-fr-
34306/file） 
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不要とするというCIV制度を廃止した。CIV制度は、中国を含む安全保障上の懸念がある国々を対象

としていたが、BISは、この改正の理由として、これらの国々において民生技術開発及び軍事技術開

発の統合が進んでいる点を指摘している。この改正は、2020年6月29日に施行された158。 

第2に、APR制度から、中国を含む安全保障上の懸念がある国々を除外するという改正案を発表し

た。APR制度の下では、安全保障上の懸念が最も小さいグループに属する国から第三国に対して、安

全保障上の輸出規制対象のうち一定の品目を再輸出又は同一国内移転する場合で、当該再輸出元の

国の許可方針に従って、輸出先の国への再輸出又は同一国内移転が認められるときには、BISの許可

を不要とするものである。BISは、この改正案の理由として、輸出元の安全保障及び外交政策が米国

と同様とは限らない点を指摘している。この改正案は、2020年6月29日までパブリックコメントの対

象とされたが、現時点で施行されていない159。 

 

3. エンティティ・リスト 

2020年8月27日、BISは、中国企業24社をEARのエンティティ・リストに追加した。BISの下部組織で

あるエンドユーザー検討委員会（End-User Review Committee）は、リストへの追加理由として、これら

の企業が南シナ海における人工島及び軍事拠点の建設を支援していることを挙げている160。 

また、国防総省は、2020年6月、国防権限法（NDAA1999）に基づき、中国軍に所有又は管理されて

いる中国企業20社のリストを作成して公表し、2020年8月28日に追加のリストを公表した161。当該リス

トはエンティティ・リストとは異なるものの、大統領は、当該リストに掲載された企業に対して、資

産凍結等の制裁を与える権限を有している162。なお、当該リストの記載されている企業の一部は、既

にエンティティ・リストにも掲載されている。 

 

4. その他 

2020年5月15日、トランプ大統領（当時）は、情報・通信技術及びサービスのサプライチェーン保全

のための大統領令163を発令した164。これにより、外国の敵対勢力が関与する情報通信技術及びサービ

スに関する取引につき、それが米国内の情報通信技術、サービス、米国のインフラ若しくはデジタル

経済に過度のリスクをもたらす、又は米国の安全保障上容認しがたいリスクをもたらすと認定された

取引が禁止される。 

さらに、2020年8月6日、トランプ大統領（当時）は、TikTok及びWeChatに関する取引を禁止する大

統領令165を発令した166。これにより、これらのサービスを米国内で提供することを大幅に制限した。

具体的には、米国内のアプリケーション・ストアを通した配信、米国内における資金決済サービスな

どの提供が禁止された167。 

 
158 DOC “Elimination of License Exception Civil End Users (CIV)”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-04-28/pdf/2020-
07240.pdf） 
159 DOC “Modification of License Exception Additional Permissive Reexports (APR)”
（https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/federal-register-notices/federal-register-2020/2547-85-fr-
23496/file） 
160 DOC “Addition of Entities to the Entity List, and Revision of Entries on the Entity List”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-
2020-08-27/pdf/2020-18909.pdf） 
161 DOD “DOD Releases List of Additional Companies, in Accordance with Section 1237 of FY99 NDAA”
（https://www.defense.gov/Newsroom/Releases/Release/Article/2328894/dod-releases-list-of-additional-companies-in-accordance-
with-section-1237-of-fy/）（2021年1月20日確認） 
162 国際緊急経済権限法（International Emergency Economic Powers Act, IEEPA）第203条（50 U.S.C.§1702） 
163 Securing the Information and Communications Technology and Services Supply Chain (Executive Order 13873) 
164 U.S. President “Presidential Documents”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2019-05-17/pdf/2019-10538.pdf） 
165 Addressing the Threat Posed by TikTok, and Taking Additional Steps To Address the National Emergency With Respect to the 
Information and Communications Technology and Services Supply Chain (Executive Order 13942)及びAddressing the Threat Posed by 
WeChat, and Taking Additional Steps To Address the National Emergency With Respect to the Information and Communications 
Technology and Services Supply Chain (Executive Order 13943) 
166 U.S. President “Presidential Documents”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-08-11/pdf/2020-17699.pdf）及びU.S. 
President “Presidential Documents”（https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2020-08-11/pdf/2020-17700.pdf） 
167 DOC “Commerce Department Prohibits WeChat and TikTok Transactions to Protect the National Security of the United States”
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2020年9月14日、新疆ウイグル自治区で製造された一部の商品の輸入を禁止する違反商品保留命令168

が発令された169。これは、強制労働等により製造された貨物及び商品等の米国への輸入を禁止する

1930年関税法第307条170をウイグル族の人権問題に適用するものである。 

  

 

（https://www.commerce.gov/news/press-releases/2020/09/commerce-department-prohibits-wechat-and-tiktok-transactions-protect）
（2021年1月20日確認） 
168 Withhold Release Order, WRO 
169 U.S. Customs and Border Protection “DHS Cracks Down on Goods Produced by China’s State-Sponsored Forced Labor”
（https://www.cbp.gov/newsroom/national-media-release/dhs-cracks-down-goods-produced-china-s-state-sponsored-forced-labor）
（2021年1月20日確認） 
170 19 U.S.C. 1307 
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３．ASEAN 諸国（タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナ

ム）  

３ʷ１．タイ  

サービス貿易 

 
1. 海外のデジタルプラットフォーム（OTT）に対する課税法案を閣議承認 

タイ内閣は、Google、Facebook、Alibabaなどの外国のデジタルサービスプロバイダーに付加価値税

の支払いを義務づける法案を承認した171172。同法案は内閣の承認を得ているが、発効にはタイ議会の

承認と公布が必要である。同法案がタイ議会を通過すると、タイ国内においてインターネットサービ

スを提供する非居住会社及びプラットフォーム（年間180万バーツ(約57,500米ドル)以上の利益を上げる

ものに限る。）は、売上の7%のVATを支払う必要がある。なお、インターネットサービスには、ゲー

ム、Eコマース、ホテル予約、メディアストリーミングプラットフォームが含まれる。 

なお、かかる規制を除き、現時点では、OTTコンテンツ及びOTTサービス提供者は、特定の政府機関

や法令により規制されていない。OTTコンテンツは、主にメディア・コンテンツであることから、コン

テンツの種類ごとに関連する法令（著作権法、個人データ保護法、コンピュータ犯罪法等）を遵守す

る必要がある。 

 

2. タイの個人情報保護法 (PDPA) の施行延期 

PDPAは2019年5月27日に官報に掲載され、当初は2020年5月27日に全面的に施行する予定であった

が、COVID-19の影響によりPDPAの施行日は2021年6月1日に延期された173。 

他方、デジタル経済社会省 (MDES)はPDPAの下位基準として、個人データの最低セキュリティ基準

を定める通知を発行した。なお、このMDES通知は2020年7月18日から2021年5月31日まで有効である
174。 

  

 
171 タイ政府 “Link to the Draft Amendment of the Revenue Code”
（http://www rd.go.th/publish/fileadmin/download/Vatforeign 140163.pdf）（2020年12月11日確認） 
172 タイ政府 “Link to the Government announcement (page 8)”
（https://www.parliament.go.th/ewtadmin/ewt/parliament parcy/ewt dl link.php?nid=71879&filename=The House of Representative
s）（2020年12月11日確認） 
173 タイ政府 “Link to Royal Decree”（https://www krisdika.go.th/librarian/get?sysid=859282&ext=pdf）（2020年12月11日確認） 
タイ政府 “Link to the Government announcement”（https://www.thaigov.go.th/news/contents/details/31164）（2020年12月11日確

認） 
174 タイ政府 “Link to the Notification”（http://www ratchakitcha.soc.go.th/DATA/PDF/2563/E/164/T 0012.PDF）（2020年12月11
日確認） 
タイ政府 “Link to the Government announcement”（https://www.thaigov.go.th/news/contents/details/33532）（2020年12月11日確

認） 

（１）ASEAN 各国のサービス貿易に対する措置のうち、電子商取引に係る措置（外国メディア・コン

テンツ規制、OTT 規制、データ流通規制等）に関して、新たな規制の導入や既存措置への変更等があれ

ば調査・報告ください。特にタイ、インドネシア（データローカライゼーション政策）及びベトナムで

導入・検討されている政策について、調査・報告ください。 
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関税 

 
1. 関税構造 

2020年度のWTOの資料175によれば、2019年のタイの非農産品の譲許税率は71.4％、平均実行税率は

7.2％、そして単純平均譲許税率は25.6％となっている。また、衣料品及び輸送機械の平均実行税率は

29.6%と22.8%となっており、2018年から変化はない。 

その他記載されている高関税品目（洗濯機・冷蔵庫（HSコード8418）：最高 30%、自動車部品（HS

コード8708）：最高30%、自転車（HSコード8712）：最高：30%）の税率には変更は見られない。ま

た、その他の高関税品目（平均実行税率 35%以上）として、10人以上の人員（運転手を含む。）の輸

送用の自動車（HSコード8702、平均実行税率：40%、最高：40%）、貨物自動車（HSコード8704、平

均実行税率：36%、最高：40%）、車体（HSコード8707、平均実行税率：52%、最高：80%）、モータ

ーサイクル、補助原動機つきの自転車及びサイドカー（HSコード8711、平均実行税率60％、最高：

60％）がある176。 

 
2. デジタルサイネージ・プロジェクターに係る関税 

デジタルサイネージ自体の HS コードは存在しない。関連するものとして、HS コード 8529.90が考え

られる。8529.90 の詳細は、8529.90.20、8529.90.40、8529.90.51、8529.90.53、8529.90.54、8529.90.99 が

含まれいずれの品目も関税は賦課されない。プロジェクター（HSコード8528.59）も上記デジタルサイ

ネージ同様、輸入関税は賦課されない。なお、物品の輸入目的によっては、関税がかかることがある
177。 

 
  

 
175 WTO ”WORLD TARIFF PROFILES 2020”（https://www.wto.org/english/res e/publications e/world tariff profiles20 e.htm）

（2020年12月11日確認） 
176 FedEx 「WorldTatiffオンラインデータベース」, 
（https://ftn fedex.com/wtonline/jsp/navframe.jsp?pageName=wtoMain.jsp&current=Search%20Options）（2020年12月11日確認） 
177 例えば、空気分離フィルター（8529.90.20）については、基本的には無関税であるが、ラジオやテレビに使用される場合

には、10％の関税がかかることになる。 

（１）2020年度版不公正貿易報告書 P.77に記載のある「関税構造」について、「措置の概要」、「懸念

点」、「最近の動き」において、関税率やその内容に変更・アップデート情報があれば報告ください。

変更がない場合もその旨をご報告ください。また、高関税の品目があれば、その品目名及び実行関税

率、譲許税率を報告ください。特に、デジタルサイネージ・プロジェクターについて、ITAの対象品目

で無税であるにもかかわらず有税として通関されたという事例を聞いております。現地税関の方針や通

達等でそのような現状があるのか、可能な範囲で調査ください。 
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1. 関税定率法施行規則B.E.2530緊急令第12条(第3位)に基づく関税率の引下げ及び関税の免除に関する財

務省通達178 

サージカルマスク(HSコード:6307.90.40)及び汚染防止マスク(HSコード6307.90.90)並びにマスクの製

造に使用される輸入原材料の輸入は、輸入時に免税となる。この免除は2020年3月24日から2020年9月

20日まで有効であった。 

 

2. COVID-19への対処又は防止のため輸入される物品に対する関税の免除に関する財務省の通達179 

この免除規定は、2020年3月26日から2020年9月30日まで有効であった。関税を免除される医療品及

び医療機器には、次のものを含むが、これらに限定されない。 

 ファビピラビアのような完成薬や様々なタイプの無菌注射薬 

 製剤のような医薬品化学品 

 COVID 19診断試薬、N 95マスク、PPEセットなどの医療ツール 

 有害物質リスト:殺菌剤の種類 (例:ソジウムヒドロクロロライト0.5%以上、ヒドロゲンペル

オキシド0.5%以上) 

 

3. COVID-19発生の影響を受けたタイ国内輸入業者のための原産地証明書の表示に関するタイ税関の通

知（No 81/2563）180 

一般的に、タイ国内輸入業者は、FTAに基づく関税の減免の主張を裏付けるために、輸入申告時に原

産地証明書の原本の提出を求められている。2020年3月4日、税関は、輸入時に原本が入手できない場

合に限り、ASEAN-中国FTAに基づく輸入についてのみ、輸入者が原産地証明書のコピーを提出するこ

とを認める暫定措置を発表した。様式Eの原本は、物品が税関から通関された日から30日以内に提出し

なければならない。 

その後、上記の措置は2020年4月16日に取り消され、既存のすべてのFTAに基づく原産地証明書に適

用される新たな措置に取って代わった。新制度では、輸入日から30日以内に原産地証明書の原本を提

出できない場合、輸入業者が期限を30日延長できるようにした。なお、この通知は2020年4月16日から

2020年9月30日まで有効であった。 

 

 
178 タイ財務省 “Announcement Link”（http://www.customs.go.th/data files/5d2193763a606d1253c1d617e930eabf.pdf）（2020年12
月11日確認） 
タイ財務省 “Notification Link”
（http://www ratchakitcha.soc.go.th/DATA/PDF/2563/E/067/T 0019.PDF?fbclid=IwAR0BUKD9tQ5qmGFe9sxzcdLv--
qtk15TutiNMii85pSohuhi8J2cixEx4m0）（2020年12月11日確認） 
179 タイ財務省 “Announcement Link”（http://www.customs.go.th/data files/0b00bf21584cec58a888af12ec45917b.pdf）（2020年12
月11日確認） 
タイ財務省 “Notification Link”（http://www ratchakitcha.soc.go.th/DATA/PDF/2563/E/083/T 0019.PDF）（2020年12月11日確

認） 
タイ財務省 “List of exertion good”（http://www ratchakitcha.soc.go.th/DATA/PDF/2563/E/092/T 0015.PDF）（2020年12月11日確

認） 
180 タイ財務省 “Announcement Link”（http://www ratchakitcha.soc.go.th/DATA/PDF/2563/E/101/T 0007.PDF）（2020年12月11日
確認） 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019年12月1日以降）、その対策として実行関税率の変更措

置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止のため

の措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期間、根拠

法も報告ください。 
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4. 関税定率法施行規則（B.E.2530緊急令第12条(5号)）に基づく関税率の引下げ及び関税の免除に関する

財務省通達181 

財務省は4月10日、146項目（HSコードの規定リストに記載のものに該当する）に及ぶ機械に対し

て、これらの分野への国内投資を奨励するために免税を適用することを発表した。この免除は2020年4

月14日から2020年12月31日まで有効である。 

 

5. 通過物品及び転載物品の関税免除に関する財務省の省令（B.E.2563）182 

COVID-19による物流上の障害のため、タイ税関は、タイを通過する物品の通過又は積み替えを行う

輸入者に対し、物品がタイに入国した日から30日以内にタイから物品を発送する義務を免除した。さ

らに、期限を守らなかったために国に没収さることとなる定めも免除された。 

適用除外の資格を得るためには、輸入者は、期限を守ることができなかった理由を示す証拠及び補

足種類をタイ税関に提出しなければならない。省令は2020年7月21日に官報に掲載され、2020年3月26

日から2020年9月30日まで適用された。 

  

 
181 タイ財務省 “Link to Notification”（https://www.customs.go.th/data files/356fb04941bc94bc2d4db882fb8efa33.pdf）（2020年12
月11日確認） 
182 タイ財務省 “Link to Ministerial ordinance”（http://www.customs.go.th/data files/14bd19a65b30f92e825fec148b3773fe.pdf）
（2020年12月11日確認） 
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第25条 所轄官庁による管理 

第26条 個人データの取り扱いの登録 

第27条 海外への個人データ転送の登録 

第5章 個人データ保護機関 

第6章 罰則 

 

2. サイバーセキュリティ法施行令草案 

2018年に可決され、2019年1月1日から施行されているサイバーセキュリティ法に関する政府案が、

2018年10月31日に公表され、同草案の検討が継続している。公安省の公式サイトでは、当該草案が発

表されることになった経緯が説明されている193。 

同法案の具体的な中身としては、国家安全保障に関する重要な情報システムの確立、国家安全保障

に関する重要な情報システムの評価、検査、監督の調整、国家安全保障にとって重要な情報システム

のネットワークセキュリティの条件、ネットワークセキュリティを保護するための対策を適用するた

めの順序と手続、ベトナムにおけるデータストレージの要件に関する規制、ベトナムの支店・駐在員

事務所の設立の要件等である194。 

 

  

 
193 ベトナム公安省 “Draft decree on Law on Cyber Security accords with international conventions: Chief of MPS Office”
（http://en.bocongan.gov.vn/tintuc/Pages/news-events.aspx?ItemID=5269）（2020年12月11日確認） 
194 ベトナム公安省, サイバーセキュリティ法施行令に関する説明（http://bocongan.gov.vn/vanban/Pages/van-ban-
moi.aspx?ItemID=314）（2020年12月11日確認） 
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21 頭部保護用具製造業（PPE 業界） 

22 マスク製造業（PPE 業界） 

23 医療機器及び病院設備産業 

24 ベンチレータ―製造業 

25 二輪又は三輪電動車両製造業 

26 配送サポート業界 

27 自転車製造業 

28 包装製造業（缶・ボトルキャップ・バッテリー等） 

29 電子部品及び電子製品製造業 

30 光ファイバーケーブル製造業 

31 スマートカード製造業（プラスチックカード、セキュリティプラスチックカ

ード、電子カード、携帯電話カード） 

32 電気通信機器製造業 

33 携帯電話製造業 

 

2. 原産地証明の取得費用が 0 ルピアに設定 

インドネシア政府は、2020 年 9 月 25 日付けで、貿易省が発行する（財務大臣規程 2020 年第 137

号）原産地証明書の取得費用が 0 ルピアに設定された。この設定により、コロナにより収益が悪化した

貿易を改善することを企図しており、2020 年 12 月 31 日まで有効となる211。 

  

 
211 インドネシア政府 「財務大臣規程2020年第137号」（https://jdih kemenkeu.go.id/api/AppMediaCatalogs/Download/3ca57cfd-
a2eb-4254-967a-73870cf71ee4）（2020年12月11日確認） 
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知的財産 

（１）2020 年版不公正貿易報告書 P.94 の「（１）水際での侵害差止め措置」に関して、 TRIPS 協定第 4 

節（税関措置）の整合性の視点から、インドネシア関税法の下位法令等（例えば、関税法 64 条 1 および 

2 項に関する施行令、差止命令についての最高裁規則）の整備状況や実際の運用状況等、最新情報を調査

ください。  

（２）模倣品・海賊版等の不正商品に関する問題について、最新情報を調査ください。具体的には、

TRIPS 協定第 41 条第 1 項（効果的な権利行使実現）の履行状況を評価する視点から、産業財産権登録の

ための審査期間や、推定被害総額（可能であれば日系企業・日本製品の被害額）、取締り件数や不正商品

の押収額（機関別（税関や警察、市場管理機関などの別）の件数、金額）の推移（過去 5 年程度）、民

事・刑事・行政救済の内容などを調査ください。  

（３）2020 年版不公正貿易報告書 P.95 の「（３）インドネシア改正特許法」に関して、最新の情報につい

て調査ください。特に同法 20 条における国内実施義務について、特許権の実施ができない特許権者は、

その理由を説明することにより、国内実施義務の適用猶予を求めることができる改正特許法第 20 条に定

める特許権者による特許権 

の国内実施義務に関する大臣令（The Ministerial Regulation No.15 of 2018 on  

Implementation of Patent by Patent Holder）が施行されているところ、その実際の運用状況とともに、

TRIPS 協定第 27 条との整合性懸念について、最近のインドネシア政府の動向を調査ください。  

（４）日尼 EPA 第 114 条パラ 2 には、国内のみならず外国で周知の商標についても保護することが規定

されているものの、日本で周知の商標がインドネシアにおいて十分に保護されていない懸念がある。当

該 EPA の規定に関し、運用上、どのような対応がなされているのか、審査ガイドラインや具体的な案件

に基づいて、実務の実体を説明してほしい。特に、日本で周知であるが、インドネシアで周知でなくか

つ登録もされていない先行の商標が存在する場合、インドネシアの審査において後の商標出願が拒絶さ

れるのか否か、可能な限り具体的な情報を提供していただきたい。また、2020 年版不公正貿易報告書

P.95 記載の「（２）日インドネシア EPA の履行問題」における、包括委任状の最新状況も調査ください。 

（５）2020 年版不公正貿易報告書 P.96 記載の「（４）医薬品等の特許保護（既知の化合物の新規形態・

用途）」につき、最新の状況を調査ください。特に、特許法第４条(f) の審査実務上の指針として 2019 年

中に公表が予定されていたガイドライン等の運用状況につき、変更やアップデート情報があれば報告く

ださい。 

 

(1) インドネシア関税法の下位法令（例えば、関税法 64 条 1 及び 2 項に関する施行令、差止命令につい

ての最高裁規則）の整備状況や実際の運用状況等 

2018 年 6 月 16 日に施行された財務大臣規則212第 40 号は、インドネシアにおいて知的財産権侵害疑

義物品の差止めを実施するためには、商標権又は著作権を税関に登録する必要がある旨規定してお

り、同規則第 3 条第 5 項は、税関登録ができる者の要件をインドネシア国内に所在する法人に限定して

いる213。 

なお、同制度の運用上、税関への情報登録は関税総局のポータルサービス（CEISA）から電子的に行

うことができ、登録費用もかからないものとされている。また、税関から通報を受けた場合には権利

者は 2 日以内に仮差し止めを行うか否か返答しなければならないところ、当該返答も電子的に行うこと

ができるものとされており、権利者側の事務負担に配慮した仕組みがとられている214。 

 
212 Indonesia Government Regulation No.40 of 2018 
213 JETRO「ジェトロ仮訳」

（https://www5.jetro.go.jp/newsletter/jkt/2018/2.%20Tranlatasi%20bahasa%20Jepang%20PMK%2040.pdf)（2020年12月13日確認） 
214 JETRO「税関、カミソリを知的財産侵害物品として摘発」

（https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/11/0893e1f3318c00eb html）（2020 年 12 月 13 日確認） 
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ベトナム その他 20.13% 

本措置は、2019 年 12 月 25 日から 5 年間（2024 年 12 月 24 日まで）効力を有する。 

 

 
1. ASEAN 経済会合において、152 品目の非関税に合意 

2020 年 11 月 10 日に開催された東南アジア諸国連合（ASEAN）の経済閣僚が出席する第 19 回

ASEAN 経済共同体において、マレーシア貿易産業省のアズミン・アリ上級相（経済担当）兼貿易産業

相は、新型コロナウィルス感染症対策で域内の貿易が低迷する中、生活必需品の流通を円滑化するた

め、医薬品や医療機器のほか、個人防護具（PPE）や食品などを非関税にすることに合意し、覚書を締

結した253。 

 

2. COVID-19 の影響による関税の一時撤廃 

COVID-19 の影響から、以下の物品の関税を暫定的に撤廃した。 

 マスク（2020 年 3 月 23 日～） 

 手指消毒剤の製造に用いられた未変性エチルアルコール及び変性エチルアルコール（2020 年 3

月 30 日～） 

なお、上記物品については、売上税及び物品税についても免除されている。 

  

 
253 マレーシア国際貿易産業局 “MEDIA RELEASE 37th ASEAN SUMMIT AND RELATED MEETINGS: 19th ASEAN 
ECONOMIC COMMUNITY (AEC) COUNCIL MEETING SIGNING OF THE MEMORANDUM OF UNDERSTANDING (MoU) 
ON THE IMPLEMENTATION OF NON-TARIFF MEASURES ON ESSENTIAL GOODS ASEAN ECONOMIC MINISTERS’ 
TROIKA OPEN-ENDED DIALOGUE WITH TRADE MINISTER”
（https://www miti.gov my/miti/resources/Media%20Release/Media Release -

37th ASEAN Summit and Related Meetings 19th ASEAN Economic Community (AEC) Council Meeting Signing of the Me
morandum of Understanding (MoU) on the Implementation of Non-Tariff Measures on Essential Goods.pdf）（2020年12月11
日確認） 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019年12月1日以降）、その対策として実行関税率の変更措

置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止のた

めの措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期間、

根拠法も報告ください。 
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３ʷ５．フィリピン  

関税 

非農産品の単純平均譲許税率は 23.4%（2019 年）で、変更はない。非農産品の単純平均実行税率は

5.5%（2019 年）と前年に比べ 0.1 ポイント低下した。非農産品の譲許率についても、61.9%で変更はない
254。高関税品目については、2019 年の税率で、繊維製品、電気機器の最高譲許税率が共に 50%のまま維

持されている。また、繊維製品、電気機器の最高実行税率についても、繊維製品が 20%、電気機器が

30%と変更はなかった255。その他、自動車の最高実行税率は 30%で変更はない256。 

 

 
フィリピン貿易産業省は新型コロナウィルスの感染拡大に関して以下の措置を行った257。 

(i) 2020 年 3 月 24 日から 5 月 23 日までの期間について健康機器及び消耗品（認定生産者及びサプライ

ヤーによる医薬品、医療機器及び装置、個人用保護具、外科用機器及び消耗品、実験用機器及び試

薬とその包装、医療用品、工具及び消耗品（アルコール、消毒液、温度計）、原材料、新型コロナ

ウィルスの検査キット、並びに、資本設備、予備部品、付属品等のサプライチェーンで必要なその

他の物品）についての輸入関税の一時的な撤廃258 

(ii) 2020 年 3 月 25 日、全ての輸入製品に 5％の追加関税を課すことを検討していると発表259 

(iii) 2020 年 5 月 2 日から 6 か月間について原油及び石油製品の輸入関税の一時的な 10％の引上げ260 

(iv) 2020 年 9 月 18 日から 12 月 19 日までの期間について、医療用消耗品に加えて、パーソナルコンピ

ューター、ノートパソコン、タブレットその他学校での利用に適する機器についての輸入関税の一

時的な撤廃261 

 

  

 
254 WTO “World Tariff Profiles 2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf）（2021年1月14日確

認） 
255 WTO “World Tariff Profiles 2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf）（2021年1月14日確

認） 
256 WTO “Welcome to the Tariff Download Facility”（http://tariffdata.wto.org/ReportersAndProducts.aspx）（2021年1月14日確認） 
257 WTO “REPORT OF THE TPRB FROM THE DIRECTOR-GENERAL ON TRADE-RELATED DEVELOPMENTS (MID-
OCTOBER 2019 TO MID-MAY 2020)” 
（https://docs.wto.org/dol2fe/Pages/SS/directdoc.aspx?filename=q:/WT/TPR/OVW14.pdf&Open=True）（2021年1月14日確認） 
258 UP COLLEGE OF LAW “Customs Administrative Order (CAO) No.07-2020”（https://law.upd.edu.ph/wp-
content/uploads/2020/06/BoC-CAO-No-07-2020.pdf）（2021年1月14日確認） 
259 Philippine News Agency “5% tariff on all imports eyed to back gov’t Covid-19 response”
（https://www.pna.gov.ph/articles/1103846）（2021年1月14日確認） 
260 The Official Gazette “Executive Order No. 113, s. 2020”（https://www.officialgazette.gov.ph/2020/05/02/executive-order-no-113-s-
2020/）（2021年1月14日確認） 
261 Scribd “Bureau of Customs - Customs Administrative Order 12-2020” （https://www.scribd.com/document/480650117/Bureau-of-
Customs-Customs-Administrative-Order-12-2020）（2021年1月14日確認） 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019年12月1日以降）、その対策として実行関税率の変更

措置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止

のための措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施

期間、根拠法も報告ください。 

（１）2020年度版不公正貿易報告書 P.103 に記載のある「関税構造」について、「措置の概要」、

「懸念点」、「最近の動き」において、関税率やその内容に変更・アップデート情報があれば報告く

ださい。変更がない場合もその旨を報告ください。また、高関税の品目があれば、その品目名及び実

行関税率、譲許税率を報告ください。 
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（HS 6307.90.90.90、5603.12.10、5603.12.90、

5603.92.00）の輸入関税を一時的に撤廃した。 





94   

７．豪州  

関税  

（１）2020 年度版不公正貿易報告書 P.121 に記載のある「高関税品目」について、「措置の概要」、「懸念

点」、「最近の動き」において、関税率やその内容に変更・アップデート情報があれば報告ください。変

更がない場合もその旨を報告ください。また、高関税の品目があれば、その品目名及び実行関税率、譲

許税率を報告ください。 

2019年の非農産品単純平均譲許税率は10.7％で、2018年から変更はない。非農産品について、2019年の

譲許率は96.7％で2018年から変更はない。一方、非農産品の平均実行関税率は2.6％で、2018年から0.1%

引き下げられた295。 

不公正貿易報告書記載の非農産品に関する譲許税率は、アパレル製品（最高55％を維持）、エンジン

類（最高50％を維持）、電気機器（最高45％を維持）、乗用車（最高40％を維持）となっているが、

2018年と同様、全ての品目において実行関税率は5％以下である296。 

「最近の動き」について、ITA拡大交渉における変更はない297。一方、日豪EPAに関して、オーストラ

リア外務省（DFAT）は、2020年6月、TPP11298及び同年11月15日に署名された包括的経済連携299を踏まえ

て、日豪EPAに基づく貿易実績のレビュー及び日本との再交渉に向けた作業を開始したと公表した300。 

 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019 年 12 月 1 日以降）、その対策として実行関税率の変更措

置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止のため

の措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期間、根拠法

も報告ください。 

2020年5月1日、オーストラリア国境警備隊（ABF）は、1995年関税定率法301別表4第57号に基づき、

COVID-19対策に必要な物品の輸入を容易にする目的で、所定の衛生・医療品に対する関税を一時的に免

除すると発表した302。 

上記措置により、フェイスマスク、手袋、ガウン／衣類、ゴーグル、消毒剤製剤（手指消毒剤を除

く）、石鹸、COVID-19検査キット及び試薬、並びにウィルス輸送媒体等の実行関税率は最大5％から0%

に引き下げられた。この措置は、2020年2月1日から2020年7月31日まで実施される予定だったが、2020年

12月31日まで延長され、さらに2021年6月30日まで再延長された303。なお、2020年2月1日以降に輸入され

た対象品に関して支払われた関税は返金される。 

     

 
295 WTO “World Tariff Profiles 2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf） 
296 WTO “Tariff Download Facility”（http://tariffdata.wto.org/default.aspx）（2021年1月20日確認） 
297 DFAT “Information Technology Agreement”（https://www.dfat.gov.au/trade/organisations/wto/Pages/information-technology-
agreement）（2021年1月20日確認） 
298 Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership, CPTPP 
299 Regional Comprehensive Economic Partnership, RCEP 
300 DFAT “JAEPA news”（https://www.dfat.gov.au/trade/agreements/in-force/jaepa/news/Pages/jaepa-news）（2021年1月20日確

認） 
301 Customs Tariff Act 1995 
302 ABF “Australian Customs Notice No. 2020/20”（https://www.abf.gov.au/help-and-support-subsite/CustomsNotices/2020-20.pdf） 
303 ABF “Australian Customs Notice No. 2020/30”（https://www.abf.gov.au/help-and-support-subsite/CustomsNotices/2020-30.pdf）
及びABF “Australian Customs Notice No. 2020/53”（https://www.abf.gov.au/help-and-support-subsite/CustomsNotices/2020-
53.pdf） 
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８．カナダ  

関税  

（１）2020 年度版不公正貿易報告書 P.125-126 に記載のある「高関税品目」について、「措置の概要」、

「懸念点」、「最近の動き」において、関税率やその内容に変更・アップデート情報があれば報告くださ

い。変更がない場合もその旨を報告ください。また、高関税の品目があれば、その品目名及び実行関税

率、譲許税率を報告ください。 

2019年の非農産品単純平均譲許税率は5.1％で、2018年から変更はない。非農産品について、2019年の

譲許率は99.7％で、2018年から0.1％引き上げられた。一方、非農産品の平均実行関税率は2.1％で、2018

年から変更はない304。 

不公正貿易報告書記載の非農産品に関する譲許税率は、履物（最高20％を維持）、アパレル製品（最

高18％を維持）、鞄類（最高18％を維持）、ほうき・ブラシ類（最高15.7％を維持）、パラシュート（最

高15.7％を維持）、プレハブ建物（最高15.7％を維持）、船舶（最高15.7％を維持）、毛織物（最高14％

を維持）、鉄道関連製品（最高11.3％を維持）、刃物類（最高11.3％を維持）などがある。ただし、船舶

の一部は非譲許品目で、最高実行税率は25％と2018年から変更はない305。 

「最近の動き」については、2020年版不公正貿易報告書の記載から変更はない。 

 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019 年 12 月 1 日以降）、その対策として実行関税率の変更措

置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止のため

の措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期間、根拠法

も報告ください。 

1. 病院等による輸入に対する関税免除措置 

2020年3月16日、カナダ国境サービス庁（CBSA）は、緊急物資免税令306第2条に基づき、同日よりさ

らに通知があるまでの間、COVID-19への対応を支援する目的で、公衆衛生機関、病院、並びに第一次

対応機関（例：警察、消防、及び医療対応チームを含む地方の民間防衛グループ）等によって、又は

その代理人によって輸入される緊急物資（疫病・災害等に対応するための物資をいう。）に対する関

税等を一時的に免除した。また、2020年4月6日より、高齢者向け住宅、老人ホーム、シェルターなど

の公的又は民間の介護用住宅施設によって、又はその代理人によって輸入される緊急物資について

も、関税等を一時的に免除した307。 

この免税措置は、COVID-19対策として必要である限り継続する予定である308。 

 

2. 医療用品の輸入に対する関税免除措置 

2020年5月5日、CSBAは、特定物資免税令309第1条に基づき、COVID-19への対応を支援する目的で、

個人用防護具（PPE）を含む一定の医療用品の輸入に対する関税を一時的に免除した310。 

この免税措置は、企業、流通業者、個人のカナダ人を含む、対象品の全ての輸入者が対象となる。

 
304 WTO “World Tariff Profiles 2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf） 
305 WTO “Tariff Download Facility”（http://tariffdata.wto.org/default.aspx）（2021年1月20日確認） 
306 Goods for Emergency Use Remission Order (C.R.C., c. 768) 
307 CBSA “Customs Notice 20-08, Imported Goods for Emergency Use in Response to COVID-19”（https://www.cbsa-
asfc.gc.ca/publications/cn-ad/cn20-08-eng html）（2021年1月20日確認） 
308 Government of Canada “Certain Goods Remission Order (COVID-19): SOR/2020-101”（http://www.gazette.gc.ca/rp-
pr/p2/2020/2020-05-27/html/sor-dors101-eng html）（2021年1月20日確認） 
309 Certain Goods Remission Order (COVID-19) (SOR/2020-101) 
310 Minister of Justice “CONSOLIDATION Certain Goods Remission Order (COVID-19): SOR/2020-101”（https://laws-
lois.justice.gc.ca/PDF/SOR-2020-101.pdf）、Government of Canada “Certain Goods Remission Order (COVID-19): SOR/2020-101”
（http://www.gazette.gc.ca/rp-pr/p2/2020/2020-05-27/html/sor-dors101-eng.html）、及びCBSA “Certain Goods Remission Order 
(COVID-19) Customs Notice 20-19”（https://www.cbsa-asfc.gc.ca/publications/cn-ad/cn20-19-eng html）（2021年1月20日確認） 
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免税対象となる主な製品には、診断検査キット、顔と目の保護具、手袋、防護服、消毒・殺菌用品、

医療機器、体温計、ワイプ、医療用消耗品、その他の製品（石鹸等）が含まれる。上記免税対象は、

COVID-19に対応するために重要であると世界保健機関（WHO）及び世界税関機構（WCO）が共同で

特定した医療用品及びPPEのリスト、並びにCSBAによる関連分類ガイダンスに基づく311。 

この免税措置は、COVID-19対策として必要である限り継続する予定である312。  

 
311 Government of Canada “Certain Goods Remission Order (COVID-19): SOR/2020-101”（http://www.gazette.gc.ca/rp-
pr/p2/2020/2020-05-27/html/sor-dors101-eng html）（2021年1月20日確認） 
312 Government of Canada “Certain Goods Remission Order (COVID-19): SOR/2020-101”（http://www.gazette.gc.ca/rp-
pr/p2/2020/2020-05-27/html/sor-dors101-eng html）（2021年1月20日確認） 
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９．ロシア  

関税 

 

 

 

 

 2019年のロシアの非農産品の譲許率は100%、単純平均譲許税率は7.1%、平均実行税率は6.1%で、

前年度報告書から変更はない313。 

 高関税品目としては、乗用車の最高譲許税率は15%から20%へと変更になっている。衣料品の最高

譲許税率は15%から17.5%へと変更になっている。家具の最高譲許税率は17.5%のまま変化がない。

玩具の最高譲許税率は15%と変わらない。ゴム製品も最高譲許税率15%と変化がない314。 

アルメニア・ベラルーシ・カザフスタン・キルギス・ロシア・ユーラシア経済連合（EAEU）の規

制機関であるユーラシア経済委員会（ユーラシア関税同盟・EEC）は、2018年には、EAEU関税コー

ドに関する条約の制定、モルドバ共和国にEAEUのオブザーバー国としての地位を与え、EAEUと中

国の貿易・経済協力に関する協定の調印、EAEUとイランの自由貿易圏の創設に向けた中間協定の調

印を行った。2019年には、EAEU条約の5周年、労働者の年金給付に関する協定書の締結、EAEUと

シンガポールの自由貿易協定締結、EAEUとセルビアの間で自由貿易協定に調印、EAEUと中国の貿

易経済協力に関する協定の締結、EAEUとイランの自由貿易圏の創設につながる暫定協定の発効を行

った315。 

 
  

 
313 WTO “WORLD TARIFF PROFILES 2020” 156 頁（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf）（2020

年 12 月 12 日確認） 

314 WTOの「関税データベース」及びFedEx World Tariffの8703 - Motor cars and other motor vehicles principally designed for the 
transport of persons (other than those of heading 87.02), including station wagons and racing cars、61 - ARTICLES OF APPAREL 
AND CLOTHING ACCESSORIES, KNITTED OR CROCHETED、62 - ARTICLES OF APPAREL AND CLOTHING 
ACCESSORIES, NOT KNITTED OR CROCHETED、94 - Furniture; bedding, mattresses, mattress supports, cushions and similar 
stuffed furnishings; lamps and lighting fittings, not elsewhere specified or included; illuminated signs, illuminated name- plates and the 
like; prefabricated buildings、95 - TOYS, GAMES AND SPORTS REQUISITES; PARTS AND ACCESSORIES THEREOF、40 - 
RUBBER AND ARTICLES THEREOFの項目を確認。WTO「関税データベース」（http://tariffdata.wto.org/default.aspx）、

FedEx World Tariff（https://ftn fedex.com/wtonline/jsp/hsns/HSFrame.jsp?pageName=Output.jsp&putcursor=text）（2020年12月12
日確認） 
315 EAEUホームページ（http://www.eaeunion.org/?lang=en#about-history）（2020年12月13日確認） 

（１）2020年度版不公正貿易報告書P.123に記載のある「(1)高関税品目」について、「措置の概要」、

「懸念点」、「最近の動き」において、関税率やその内容に変更・アップデート情報があれば報告くだ

さい。変更がない場合もその旨を報告ください。また、高関税の品目があれば、その品目名及び実行関

税率、譲許税率を報告ください。特に、ユーラシア関税同盟の最近の動きについて調査ください。 
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１０．インド  

関税 

 

 

 

 
非農産品の単純平均譲許税率は36.0%（2019年）で変更はない。非農産品の譲許率は70.1％と2019年度

からの変更はない323。高関税品目について、最高譲許税率は、油糧種子及び油脂が300%、飲料及びタバ

コが150%、並びに、穀物及び調製品が150%のまま維持されている。また、最高実行税率についても、油

糧種子及び油脂が100%、飲料及びタバコが150%、並びに、穀物及び調製品が150%のまま維持されてい

る324。 

最近の動きとして、日本・インド経済連携協定（Comprehensive Economic Partnership Agreement between 

Japan and the Republic of India）に伴う市場アクセスの改善の進捗について、2020年8月21日付けで、イン

ド政府が、日本・インド経済連携協定に関する原産地証明に係る新たなルールとして、貿易協定に基づ

く原産地規則に関する関税規則（Customs（Administration of Rules of Origin under the Trade Agreements) 

Rules, 2020。以下「CAROTAR2020」という。）を制定し、同年9月21日から適用する旨の通達を発出し

た325。インド政府は、自由貿易協定（FTA）締結国を介した迂回輸入による特恵関税の不正利用が横行し

ている現状を踏まえ、2020年2月に公表した予算案の中で、関税法を改正し、原産地証明の手続を強化す

る方針を打ち出しており、CAROTAR2020はこのような背景に基づき制定されたものである。従前、イン

ドの税関職員には、輸入者に対して、原産地証明書が提出された場合に追加情報を求める権限がなく、

原産地基準を満たしていないと信ずるに値する理由がある場合にも特恵関税の適用を否認することがで

きなかった。そこで、CAROTAR2020により税関職員の権限が大幅に強化された。具体的には、税関職員

は、輸入者が関連情報の保管を義務付けられる5年間において、原産地証明書に関する追加情報の開示を

請求することが可能となり、また、原産地証明の内容に不備がある場合には、特恵税率の適用を否認す

ることが可能となった。さらに、税関職員は、輸入者が期限内に必要情報を提供できなかった場合や、

輸入品の原産性に疑いが残る場合は、特恵税率による輸入の停止及び輸出国の当局に対して検認を要請

することができることとなった326。 
  

 
323 WTO “World Tariff Profiles 2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf）（2021年1月21日確

認） 
324 WTO “World Tariff Profiles 2020”（https://www.wto.org/english/res e/booksp e/tariff profiles20 e.pdf）（2021年1月21日確

認） 
325 Central Board of Indirect Taxes & Customs “Notification No. 81/2020 - Customs (N.T.)”
（https://www.cbic.gov.in/resources/htdocs-cbec/customs/cs-act/notifications/notfns-2020/cs-nt2020/csnt81-
2020revised.pdf;jsessionid=166D0B84D997254C7169A5C9AE0AFBFB）（2021年1月21日確認） 
326 Central Board of Indirect Taxes & Customs “Customs (Administration of Rules of Origin under Trade Agreements) Rules, 2020 
(CAROTAR, 2020) ”（https://www.cbic.gov.in/resources//htdocs-cbec/customs/CarotarBrochure 8thOct2020.pdf）（2021年1月21日
確認） 

（１）2020年度版不公正貿易報告書P.127に記載のある「(1)高関税品目」について、「措置の概要」、

「懸念点」、「最近の動き」において、関税率やその内容に変更・アップデート情報があれば報告くだ

さい。変更がない場合もその旨を報告ください。また、高関税の品目があれば、その品目名及び実行関

税率、譲許税率を報告ください。なお、日インド包括的経済連携協定（CEPA）の発効（2011年8月1
日）に伴う市場アクセスの改善の進捗についても教示ください。 
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2020年4月9日から同年9月30日までの期間について、以下の輸入関税及びこれらの健康目的税を一時的

に免除した327。 
(i) 人工呼吸又はその他の治療用呼吸装置（人工呼吸器） 

(ii) フェイスマスク及びサージカルマスク 

(iii) 個人用保護具 

(iv) 新型コロナウィルスの検査キット 

(v) 輸入者がCustoms (Import of Goods at Concessional Rate of Duty) Rules, 2012に定められた手続に従うこ

とを条件に、上記(i)から(iv)の製造に要する原料 

 
  

 
327 WTO “REPORT ON G20 TRADE MEASURES (MID-OCTOBER 2019 TO MID-MAY 2020) ”
（https://www.wto.org/english/news e/news20 e/report trdev jun20 e.pdf）（2021年1月21日確認）及びCentral Board of Indirect 
Taxes & Customs “Notification No. 20/2020– Customs”（https://www.cbic.gov.in/resources//htdocs-cbec/customs/cs-
act/notifications/notfns-2020/cs-tarr2020/cs20-2020.pdf）（2021年1月21日確認） 

（２）新型コロナウィルスの影響拡大後（2019年12月1日以降）、その対策として実行関税率の変更措

置があったかどうか報告ください。措置があった場合には、措置の目的（ウィルス感染拡大防止のため

の措置（医療物資の免税等）、経済対策など）と変更された品目、変更前後の関税率、実施期間、根拠

法も報告ください。 
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サービス貿易 

1. 個人情報保護法案（The Personal Data Protection Bill, 2019）の策定 

  インド政府設立の専門家委員会は2018年7月27日、電子情報技術省に最終報告書347と個人情報保護法

案の原案348を提出した。その後、電子情報技術省内での1年以上にわたる検討を経て、2019年12月、同

省大臣から同法案（以下「2019年法案」という。）が国会に提出された349。2019年法案の概要は以下

のとおりである。なお、同法案は、現在、インド連邦議会に提出され審議が行われており、まもなく

可決される見込みであるとの現地報道もあるものの350、施行時期については未定である。 

 

(1) 適用主体 

EU の一般データ保護規則（GDPR）と同様に域外適用され、インド国内に所在する法人・個人のみ

ならず、インド国内に物理的な拠点を持たない企業であっても、インド国内で商品又はサービスを提

供する全ての法人及び個人による個人情報351の取扱いに適用される。 

(2) 罰則 

違反の種類に応じて、全世界売上高の 2～4％又は 5～15 千万インドルピー（約 7,000 万円～2.1 億

円）の何れか高い方の罰金が予定されている352。罰則の内容に、現行法にはない「全世界売上高の 2～

4％」が加わったことから、違反時には極めて高額な罰金を支払う可能性が生じることとなった。 

(3) 個人情報の取扱いが認められる場合の限定 

個人情報の取扱いが認められる場合を一定の場合に限定している353。 

(4) データ管理者（data fiduciary）の義務 

データ管理者354が、データ主体の最善の利益に則して個人情報を取り扱うよう、一定の義務をデー

タ管理者に課している355。 

(5) センシティブ個人情報356（sensitive personal information）に関する規制 

センシティブ個人情報については、データ主体の同意を取得する際により明確な同意を取得する必

要があることや、国外移転を行うためには一定の要件を満たす必要があるなど、より厳しい規制が設

けられている。 

 
347 Ministry of Electronics & Information Technology “A Free and Fair Digital Economy Protecting Privacy, Empowering Indians” 
(https://meity.gov.in/writereaddata/files/Data Protection Committee Report-comp.pdf)（2021年1月21日確認） 
348 Ministry of Electronics & Information Technology “THE PERSONAL DATA PROTECTION BILL, 2018” 
(https://meity.gov.in/writereaddata/files/Personal Data Protection Bill%2C2018 0.pdf) （2021年1月21日確認） 
349 PRS Legislative Research “THE PERSONAL DATA PROTECTION BILL, 2019” 
(https://www.prsindia.org/sites/default/files/bill files/Personal%20Data%20Protection%20Bill%2C%202019.pdf)（2021年1月21日確

認） 
350 Deutsche Welle "India's personal data privacy law triggers surveillance fears"（https://www.dw.com/en/indias-personal-data-
privacy-law-triggers-surveillance-fears/a-
55564949#:~:text=Laws%20in%20India%20regarding%20data,to%20privacy%20for%20every%20citizen.&text=The%20bill%20is%2
0likely%20to,become%20law%20by%20early%202021）（2021年1月21日確認） 
351 「個人情報」とは、自然人を識別可能な特徴又はかかる特徴の組み合わせにより、直接的又は間接的に当該自然人を識

別可能な自然人に関する情報をいう。 
352 ただし、違反の内容によっては3年以下の懲役が科される場合もある。 
353 例として、（i）個人情報の取扱いの開始時にデータ主体の同意がある場合、（ii）当局・法令又は裁判所の命令を遵守

するために必要な場合、（iii）データ主体が契約当事者となっている労働契約の履行のために必要となる場合などが定め

られている。 
354 単独又は共同で個人情報の利用目的及び取扱いの方法を決定する個人、政府組織、会社その他の主体をいう。 
355 例として、（i）特定され、明確で、適法な目的以外で個人情報を取り扱わないこと、（ii）取扱いの目的に必要な限度

においてのみ個人情報を取得すること、（iii）取扱いの目的、取り扱う個人情報等の種類、取扱いの根拠等を、当該個人

情報等の取得時にデータ主体に明確かつわかりやすい方法により速やかに通知することなどが定められている。 
356 「センシティブ個人情報」とは、個人情報に該当する情報のうち、金融情報、健康情報、公的識別番号、性生活、性的

指向、生体情報、遺伝情報、性同一性障害、インターセックス、カースト・種族、宗教・政治的信条、その他政府が別途

（１）インドのサービス貿易に対する措置のうち、電子商取引に係る措置（外国メディア・コンテンツ

規制、OTT規制、データ流通規制等）に関して、新たな規制の導入や既存措置への変更等があれば調

査・報告ください。（電子商取引政策案、非個人情報ガバナンス枠組み報告書等） 
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(6) データ主体の権利の明示 

GDPR と同様、データポータビリティ権や、データ削除権などの権利を明示しており、データ主体が

自らの意向で自らの個人情報をコントロールできるよう定めている。 

(7) データローカライゼーションに関する規制 

センシティブ個人情報については、インド国内のサーバーでその写しを保管しなければならないと

しており、さらに、政府が別途指定する重要個人情報（critical personal data）については、原則として

インド国内のサーバーでのみ処理することができるとしている。これは GDPR よりも厳しい規制とい

え、クラウドで一括してデータを管理する企業等へのインパクトは大きい。 

 

2. 電子商取引政策案（Draft National e-Commerce Policy）の策定 

 インドにおいては、2017年以降、WTOでの電子商取引交渉の開始や、国内市場における大型買収や

外資の進出などを受け、プラブー商工大臣を中心とする政府のタスクフォースが電子商取引に関する

政策文書を2018年にまとめた。その後政策文書の更なる精緻化を経て、2019年2月に「国家電子商取引

政策案（Draft National e-Commerce Policy）」が公表された357。現時点で確定した政策は公表されてい

ないが、2020年10月の現地報道によれば2020年末までに確定した文書が公表される見込みであるとの

ことであるが、本調査基準日においてまだ公表されていない358。 

 
3. 消費者保護（Eコマース）規則2020（Consumer Protection （E-Commerce） Rules, 2020）の公表 

2020年 7月23日、インド中央政府は、消費者保護（Eコマース）規則2020（Consumer Protection （E-

Commerce） Rules, 2020。以下「EC規則」という。）を公表し、同日施行した。EC規則は、EC取引に

おける、詐欺、不公正な取引慣行を防止し、消費者の正当な権利と利益を保護するための指針であ

り、EC事業者の責任等について規定している。EC規則の概要は、以下のとおりである。 

 

(1) 適用対象 

EC 規則は、インド国内の消費者を対象とする全ての EC 取引に適用される。なお、EC 規則は、イン

ド国外の事業者がインド国内の消費者に対して商品又はサービスを提供する場合にも原則的に適用

されるため、日本に所在する企業にも適用され得る点に留意されたい。 

(2) EC 事業者の主な義務 

・EC 事業者の名称・所在地・連絡先等の情報を表示すること 

・不公正な取引を行わず、又は、行わせないこと 

・適切な苦情処理手続を定め、また、苦情処理に関する責任者を選任すること 

・輸入品を提供する場合、輸入元に関する情報を表示すること 

・EC 事業者による一方的な解約の場合、消費者に対してキャンセル料金を課してはならないこと 

・商品又はサービスの購入に関する消費者の明示的な同意を記録すること 

・消費者による返金の申し出があった場合、合理的な期間内に返金を行うこと 他 

(3) 出品者の義務 

・不公正な取引を行わないこと 

・自らが出品した商品等について消費者であると偽って自ら評価しないこと 

・商品の到着遅延、商品の瑕疵、誤った商品の配送、広告に記載された商品の性質と実際の商品の性

質の不一致等を理由とする返品を拒否してはならないこと 

・EC 事業者と書面による契約を締結すること 

 

指定する情報をいう。 
357 Department for Promotion of Industry and Internal Trade PRS Legislative Research “Draft National e-Commerce Policy” 
（https://dipp.gov.in/sites/default/files/DraftNational e-commerce Policy 23February2019.pdf）（2021年1月21日確認） 
358 FINANCIAL EXPRESS “Govt: E-commerce policy in ‘final stages’ of drafting; retail trade policy to benefit 65m small traders”
（https://www financialexpress.com/industry/sme/govt-e-commerce-policy-in-final-stages-of-drafting-retail-trade-policy-to-benefit-
65m-small-traders/2115990/）（2021年1月21日確認） 



107   

・広告に記載された商品の性質と実際の商品の性質を一致させること・商品や配送方法に関して適切

な情報を EC サイト上にて表示すること 他 
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また、税関当局による救済について、税関当局への申請により没収、輸入差止めなどの保護を受け

ることができる。かかる申請に対する決定は、法律上、申請を受領してから 30 日以内になされること

が求められているが373、実際の救済にかかる平均的な所用期間は 6〜7 か月程度である374。 

  

 
373 Central Board of Indirect Taxes & Costoms “Intellectual Property Rules (Imported Goods) Enforcement Rules, 2007第4条第1項”
（https://www.cbic.gov.in/htdocs-cbec/customs/cs-act/formatted-htmls/ipr-enforcementrules）（2021年1月21日確認） 
374 別添の現地法律事務所提供資料を参照 
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2. 医薬品等の特許保護 

ここで問題とされているのは、いわゆるエバーグリーニングを禁止する特許法第3条(d)と特許法の強

制実施についてであるため、これらについて記載する。 

 

(1) 特許法第 3 条(d) 

昨年度の報告書からのアップデートは特にない。 

 

(2) 強制実施 

昨年度の報告書からのアップデートは特にない。なお、インド政府は、特に先進国との関係悪化を

理由として、引続き強制実施に消極的な姿勢を見せている。 

なお、2020 年 7 月 5 日に、インド共産党（Communist Party of India）が、中央政府に対して、新型コ

ロナウィルスの患者への治療薬の一つであるレムデシビルの特許権について、強制実施権を発動する

ことを要請したとの報道もあり375、新型コロナウィルスの感染拡大以降、強制実施権の発動に関する

議論が再燃している。 

    

 
375 THE WEEK “Issue compulsory license to Indian manufacturers to produce generic Remdesivir CPI M to govt” 
(https://www.theweek.in/wire-updates/national/2020/07/05/del56-left-virus-remedesivir html)（2021 年 1 月 21 日確認） 

（２）2020年版不公正貿易報告書 P. 139 の「医薬品等の特許保護」について、＜措置の概要＞＜最近

の動き＞における内容の変更・アップデート情報があれば報告ください。 
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１１．ブラジル  

知的財産 

（１）特許・ノウハウ等のライセンス等への規制について、特に、ライセンス契約のブラジル産業財産

権庁への登録制度の改善に向けた動きとして、2017 年 7 月に施行された登録審査の簡素化に関する規則 

70/2017 号や、同月に公表された審査ガイドライン（決議第 199/2017 号）等のような、2017 年以降アッ

プデートされた情報があれば報告ください。  

 ライセンス契約のブラジル産業財産権庁への登録制度は現在も存続している。2017 年 7 月に施行され

た登録審査の簡素化に関する規則 70/2017 号及び同月に公表された審査ガイドライン（決議第 199/2017 

号）以降、ライセンス契約への規制について新たな動きは見られない376。 

  

 
376 例えば、ジェトロ・サンパウロ事務所が毎月発行している「ブラジル知的財産ニュース」においても、2017年8月以降、

ライセンス契約の登録制度に関するアップデートに関する言及は特に見られない。 
https://www.jetro.go.jp/world/cs america/ip/news html（2021年1月27日確認）また、別添のとおり、現地の法律事務所の弁護士

からも登録制度に関するアップデートがないとの報告を受けている。 
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１２．トルコ  

関税  

 

 

 

 

 

 

トルコ政府は、2016 年 5 月にゴム製タイヤ 2 品目について課税評価単位を 5 ドル／kg と定めていた

が、2017 年 4 月 11 日付けでそれらの製品についての関税評価単位を 5 ドル／kg から 4.5 ドル／kg に引き

下げることを発表している。 

また、2020 年の 4 月 18 日以降、4 月 21 日、5 月 11 日、5 月 20 日、6 月 28 日の 5 回に分けて輸入関税

率を譲許税率上限まで引き上げており、9 月 24 日にはこれらの措置を 2020 年末まで延長すると発表して

いた。しかし、これらの措置は、2020 年 12 月 30 日付けで失効し、2021 年 1 月 1 日付けで、新たな大統

領決定が出され、ラジアルタイヤの関税率を 15%に、二輪車用タイヤ及び自転車用タイヤの関税率を

10%に引き下げ、その他の関税率は 21.8%のままとすることとなった。 

WTO 協定整合性に関して、まず GATT 第 7 条及び GATT 第 7 条の実施に関する協定（以下「関税評価

協定」という。）第 1 条第 1 項、第 7 条第 2 項(f)(g)違反に当たる可能性があるとの点について、上記のと

おりトルコ政府は 2017 年 4 月 11 日付けで関税評価単位を改訂している。関税評価は、トルコ関税法第

23 条及び第 24 条により輸入品の販売価格をいうとされている。また、関税評価の考慮要素として、同法

第 43 条乃至第 45 条は、以下の順によって決定することができるとされている。(1) 販売価格方式、(2) 同

一製品の販売価格方式、(3) 類似製品の販売価格方式、(4) 減額方式、(5) 算定価額方式、(6) 関税法の一定

の規則に照らして価額を算定する方式。主な算定方法は販売価格方式であり、輸入品の販売価格を課税

価格とする。ただし、関税規則第 45 条の規定により、販売価格方式においては、手数料、容器費及び従

業員・包装材料費も販売価格に加算することとされている。 

したがって、主要な関税価値決定方法である販売価格方式には、GATT 第 7 条及び第 8 条で要求される

追加項目が全て含まれており、トルコの法制は WTO 協定に準拠しているといえる。 

また、GATT 第 2 条に違反する可能性がある点については、本調査時点でトルコのタイヤ製品に適用さ

れる譲許税率は 26.3%であるが、トルコ政府が本調査時点で適用している関税率は 10%から 21.8%の範囲

であり、譲許関税率（26.3%）を超えておらず、同条に違反していない。 

  

（１）2020 年版不公正貿易報告書 P. 146 の「トルコのゴム製タイヤに対する関税評価措置及び輸入追

加関税措置」について、「措置の概要」、「国際ルール上の問題点」、「最近の動き」において、内容

に変更・アップデート情報があれば報告ください。 またトルコは、2020年の4月18日以降、4月21日、5
月11日、5月20日、6月28日の5回に分けて輸入関税率を譲許税率上限まで引き上げており、9月24日には

これらの措置を2020年末まで延長すると発表しておりますが、これ以外に措置があるかどうか調査くだ

さい。またその WTO 整合性について見解を教示ください。 
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１３．モンゴル 

知的財産 

（１）2016 年発効した日モンゴル EPA 第 12.14 条 1(a)によると、商標権・著作権侵害物品の輸入に関し

て税関当局に職権差止め権限を付与することとされています。この点、モンゴル関税法第 265 条 1 によ

れば、税関は知的財産権の権利者からの申立てに基づいて措置を講じることのみが規定されています

が、当該 EPA 上の義務に対応する他のモンゴル法規や法改正の有無・状況について調査ください。 

モンゴル関税法第 262 条第 1 項、第 2 項に基づく下位規範である規則 No.248/41 第 4 条第 1 項第 3 号

は、知的財産の権利者からの申立てがなかったとしても、知的財産権侵害物品であることが明らかであ

る場合には、当該物品の輸入を税関当局が単独の裁量で差し止め、押収することができる旨定めてい

る。この規定は、規則 No.248/41 が施行された 2009 年 6 月 18 日から存在しており、日モンゴル EPA を受

けて新設・改正されたものではないが、税関当局に職権差し止め権限を付与するものであり、日モンゴ

ル EPA 第 12.14 条 1(a)の義務に対応する規定であるとみることができる。よって、モンゴル関税法及び関

連規則は、日モンゴル EPA 第 12.14 条 1(a)と抵触するものではないと考えられる377。 

 

 
377 別添現地法律事務所提供資料を参照 




